
（２）施策評価

①　対象

②　実施時期

　施策幹事部長及び教育委員会による評価 令和８年５月及び７月

③　評価に用いたデータ等

　○成果指標の達成状況及び経過検証指標

　○施策に関連する統計データ

　○令和８年度県民意識調査の結果

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

成果指標の達成状況から定量的に判定する。

【成果指標の達成率の判定基準】

【定量的評価の判定基準】

　なお、判定結果の平均点は実績値が未判明となった成果指標を除いて算出する。

ｃ相当 　判定結果の平均点が2.8点以上3.2点未満

ｄ相当 　判定結果の平均点が2.4点以上2.8点未満

ｅ相当 　判定結果の平均点が2.4点未満

評価結果 判定基準

ａ相当 　判定結果の平均点が3.6点以上

ｂ相当 　判定結果の平均点が3.2点以上3.6点未満

1点 　達成率が70％以上80％未満

0点 　達成率が70％未満

ｎ 　実績値が未判明

4点 　達成率が100％以上

3点 　達成率が90％以上100％未満

2点 　達成率が80％以上90％未満

ア 実施状況

　「新秋田元気創造プラン」の重点戦略及び基本政策に掲げる36の施策

配点 判定基準
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（２）定性的評価

　

（３）総合評価

　考慮すべき場合には、経過検証指標の状況や施策の成果、外的要因等から判定する。

評価結果 判定方法

ａ

　　原則として、定量的評価（成果指標の達成状況）により総合評価を決
　定する。ただし、考慮すべき定性的評価の要因（経過検証指標の状況や
　施策の成果、外的要因等）がある場合には、その内容を明らかにした上
　で、総合的な観点から決定する。

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ
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イ 施策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

■戦略１　産業・雇用戦略

出典：秋田労働局「雇用保険産業別適用状況」 指標の配点 1 1 0 0

達成率 79.3% 76.7% 67.7% 65.6%

3.0 3.1 3.2

2.3 2.1 2.1
⑪

【施策の方向性⑦】
開業率（％）

目標 2.9

実績 2.5 2.7 2.3

出典：県調べ 指標の配点 3 4 4 4

787

達成率 93.0% 102.9% 110.5% 116.6%

実績 547 489 558 643 718
⑩

【施策の方向性⑥】
技術専門校における在職者訓練の受講者
数（人）

目標 600 625 650 675

66.0%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 1 0

達成率 59.5% 58.5% 74.7%

実績 55.2 58.8 38.1 38.6 50.8 46.2

70.0

⑨

【施策の方向性⑥】
キャリアコンサルティング利用者の就職
率（％）

目標 64.0 66.0 68.0

出典：（公財）あきた企業活性化センター「事業報告書・収支決算書」 指標の配点 4 4 4 4

達成率 169.1% 255.2% 208.2% 169.8%

148 127 107

58 61 63

⑧

【施策の方向性⑥】
プロフェッショナル人材戦略拠点を通じ
た人材マッチング成約件数（件）

目標 55

実績 43 55 93

3出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

20.5 21.0

19.5

達成率 103.6% 94.5% 95.1%

実績
⑦

【施策の方向性⑤】
東北管内における秋田港国際コンテナ貨
物取扱量のシェア（％）

目標 19.5

20.220.2 19.4

92.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 1 3

18.9 19.5

20.0

達成率 121.4% 103.2% 70.6%

実績 30 34 34 32 24 34

37

91.9%
⑥

【施策の方向性⑤】
貿易支援機関等による海外展開支援件数
（件）

目標 28 31 34

出典：県調べ 指標の配点 0 0 1 2

達成率 50.0% 57.1% 72.7% 87.0%

12 16 20

21 22 23

⑤

【施策の方向性④】
経営革新計画の承認件数（件）

目標 20

実績 3 22 10

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

2,700 2,750

4,212

達成率 136.7% 100.5% 126.7%

実績
④

【施策の方向性③】
産業技術センターにおける技術指導・相
談件数（件）

目標 2,600

3,5552,267 2,769

153.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

2,663 3,420

2,650

達成率 113.8% 112.1% 113.2%

実績 19 27 33 37 43 49

43

114.0%
③

【施策の方向性②】
ＩｏＴ等を導入した企業の割合（％）

目標 29 33 38

出典：県調べ 指標の配点 4 4 0 0

達成率 147.2% 163.6% 44.4% 29.2%

368 409 111 73

250 250 250

193.3%

②

【施策の方向性①】
事業承継計画の策定件数（件）

目標 250

実績 245 166

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

24 37 53 64

176.7% 213.3%

58

達成率

30 30 30

123.3%

実績 28

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
Ｍ＆Ａ成約企業数（社）

目標 30

目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

本県は後継者不在率が全国ワースト（73.7％
※）で、社長の平均年齢も全国最高齢（62.6歳
※）であり、親族内承継への強いこだわりや、
若年層の流出等による深刻な経営人材不足が相
まって、地域の雇用維持や優れた技術・ノウハ
ウ等の継承が危ぶまれており、事業承継の停滞
が喫緊の課題となっている。（※出典：帝国
データバンク2026年2月及び2025年12月調査）

県及び商工会議所のコーディネーターによるニーズ収集や
相談対応に加え、Ｍ＆Ａ等を支援する補助金の活用を促進
するとともに、市町村や各支援機関との連携体制を強化す
る。これらにより、早期の事業承継に向けた準備を加速さ
せ、地域経済を支える貴重な技術・雇用の維持を図る。

導入効果や費用対効果が見えにくいことを理由
に、生産性向上や業務効率化、コスト削減と
いった経営課題の解決手段としてデジタル技術
を活用していない事業者が依然として多い。

デジタル技術の導入により成果を上げている県内事業者の
好事例を解説動画・記事により紹介し、普及を図るほか、
ＤＸ戦略策定・実行のための伴走支援により、デジタル技
術を活用した企業の経営基盤の強化を促進する。

デジタル技術の導入が進まない要因として、従
業員のスキル不足を課題とする事業者が多く見
受けられるほか、情報セキュリティの確保な
ど、導入後の運用面の不安要素もある。

生成ＡＩ等を活用した実践型研修会や、デジタル人材を育
成するプログラムの実施等を通じて、県内企業における人
材のデジタルリテラシー向上を図る。

物価上昇や人手不足をはじめとする昨今の社会
経済情勢の変化に柔軟に対応していくため、新
たなビジネスの創出等に向けた製品開発の促進
など、幅広い分野での研究開発の取組が重要度
を増している。しかし県内企業においては、人
的資源や資金面での制約があり、その取組が十
分とは言えない状態が続いている。

県内大学・ＪＡＸＡ等の技術・研究シーズと県内企業ニー
ズのマッチングを進めるとともに、女性・若手研究者の育
成や先端科学技術分野（ＤＸ、ＡＩ、ＧＸ等）のイノベー
ション創出に資する取組への支援、産業技術センターにお
けるきめ細やかな技術指導・相談対応等を通じ、県内企業
の産学官連携による研究開発を促進する。

経営革新計画は、事業者が新たな事業活動を行
うことで経営の向上を図ろうとして作成するも
のである。承認件数はここ数年増加しているも
のの、依然低調である。

ハード・ソフトへの助成と伴走支援により、地域経済の底
上げや好循環に大きな役割を果たす地域のリーディング企
業を創出し、県内企業の生産性や企業価値の向上等の活性
化を図る。また、商工会議所や秋田銀行など経営革新等支
援機関への協力依頼を継続的に行う。

企業が新分野への進出や新たな付加価値の創出
等を進めていくためには、中核的な人材の確保
が必要であるが、その役割が期待される県内大
学卒業者の県内就職希望割合は減少傾向が続い
ている。

県内企業が、将来の中核人材となる大学等の新卒者及び既
卒者（原則35歳未満のＡターン者）の確保・定着に向けて
行う、設備投資や就業環境の整備、大学や研究機関との共
同研究等の取組に対し支援する。

県内企業においては、円安等輸出の追い風にな
る要因はあるものの、エネルギー価格や原材料
価格の高騰による経営の圧迫や人材不足など、
海外展開に挑戦するハードルは依然として高く
なっている。

海外展開を目指す企業とともに連携体に対する資金面での
支援を拡充するほか、人材不足等の課題に対応するため、
デジタルツール活用の促進に向けたセミナーの開催や専門
家派遣等など人材面での支援を実施することにより、県内
企業が海外展開に取り組みやすい環境整備に努めていく。

人手不足が深刻な本県において、県内企業が新
事業の創出や新たな販路開拓等を図るために
は、優れたスキルや経験を有する外部人材の活
用が有効である。ただ、積極的に取り組む企業
はまだ少ないことに加え、首都圏大手の人材紹
介会社は地方企業のニーズを十分に把握できて
いない。

県内企業に対し、各種セミナーやフォーラム開催、人材紹
介会社との連携を通じ、プロフェッショナル人材の獲得や
副業・兼業人材の活用を促進する。加えて、都内において
首都圏在住の副業・兼業人材と県内企業との首都圏マッチ
ングイベントを開催することで、県内企業による外部人材
活用への支援を強化する。

商工団体等と連携しつつ県も主体的に関与して起業塾等の
利用促進を図り、支援の地域差解消と起業文化の浸透に努
める。起業前の意識醸成から創業後のフォローアップまで
一貫した伴走支援体制を強化し、起業の着実な創出と事業
継続を後押しする。

子育て中の女性など潜在労働者が多様な働き方を選択でき
る環境づくりに取り組むとともに、県内企業の経営の中核
を担う人材育成を促進するほか、外国人材受入サポートセ
ンターによる採用から定着までの伴走支援などにより、県
内企業の人材確保・育成を支援する。

人口減少や高齢化の進展に伴い、将来にわたっ
て生産年齢人口の減少が見込まれ、県内企業で
は広範囲な分野で人手不足の状況が続いている
中、子育て中の女性など潜在労働者の活用が進
んでいない。

⑤

⑥

⑦

県内における起業の多くは、地域に密着した小
規模な経営形態であるため、地域の多様なニー
ズの受け皿になっているものの、雇用の大幅な
拡大や開業率の増加につながりにくい状況にあ
る。これに加え、起業家の担い手不足や起業文
化の浸透が不十分となっている。

①

②

③

総合評価 評価理由

ｄ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.55で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業
所）（億円） 実績 12,862 13,078 (15,761)

②

製造業の付加価値額（従業員４人以上の
事業所）（億円） 実績 4,942 5,794 (6,985) (6,287) － －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

(15,636) － －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」
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評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.83で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

総合評価

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 2

338

達成率 117.0% 121.9% 106.3% 86.4%

358 361 380 391

実績 304 253 419 440 404

指標の配点 4 4 4 4

⑥

【施策の方向性①～④】
成長産業における雇用創出数（人）

目標

達成率 130.0% 120.0% 120.0% 110.0%

12 11

10 10 10

⑤

【施策の方向性④】
医療福祉・ヘルスケア関連産業への新規
参入企業数（社）

目標 10

実績 36 22

出典：県調べ

1出典：県調べ 指標の配点 1 1 1

79.1% 78.5% 74.9%

13 12

74.0%

実績 295 296 273 292 301 321

達成率

2

372 402 434

④

【施策の方向性③】
情報関連産業の売上高（億円）

目標 345

61.5% 57.1%

出典：県調べ 指標の配点 1 0 0

16 24

80.0%

実績 15 16 19 16

達成率
③

【施策の方向性③】
情報関連産業の新商品開発企業数（社）

目標 24

79.2%

26 28 30

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3 4

達成率 99.4% 98.9% 99.0% 100.3%

798,889 895,489 907,349
②

【施策の方向性②】
風力発電設備の導入量（累積）（㎾）

目標 799,349

実績 578,189 648,549 794,619

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

807,889 904,489 904,489

1,212 1,472 1,644 1,783

達成率 103.2% 110.7% 115.4%

1,607

127.0%

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

実績 1,321

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

【施策の方向性①】
輸送用機械器具製造業の製造品出荷額
（億円）

目標 1,427 1,485

2,041

1,545

目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展

①

2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

風力発電設備に関するＯ＆Ｍ従事者数
（人） 実績 113 130 199 222 232 250

出典：県調べ

②
医療機器の生産金額（百万円）

実績 75,577 82,004 (92,172) (90,249) (118,820) －

出典：厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

③

医療機器関連製造業の製造品出荷額等
（従業者４人以上の事業所）（百万円） 実績 61,494 62,838 (59,351) (61,757) － －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

③

参入に必要な知識やノウハウ等を習得するセミナーの実施
や医療従事者による医療ニーズの発表、大手医療福祉機器
メーカーＯＢ等をアドバイザーとした伴走支援と商談機会
の創出により、県内企業の医療福祉分野への参入を促進す
る。併せて、より成長が見込まれるヘルスケア関連分野へ
県内企業の既存技術を転用・展開するための支援を行って
いく。

事業規模の拡大や経営基盤の整備に係る取組を支援するこ
とにより、県内ＩＣＴ企業の競争力強化を図る。また、次
世代を担う若年層がデジタル技術への関心を深める機会を
創出し、将来のデジタル人材育成を推進する。

医療福祉関連産業について、高い品質管理体制
や関連法令等の知識・ノウハウのほか、医療や
福祉の現場ニーズの把握が必要なため、対応で
きる企業が少なく、参入が進んでいないことに
加え、販路開拓が不十分である。

全国の情報関連産業の市場規模が大幅な拡大を
続ける一方、本県における成長率は低迷し、売
上高や従業員数の全国シェアは極めて低い状況
にあるほか、小規模な事業所が多く、深刻な人
材不足や若者の県外流出といった課題を抱えて
いる。

④

①

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

県内全域の企業を対象として、引き続き発電事業者・メー
カーとのマッチング支援、アドバイザーの派遣、人材育成
への助成等を行うとともに、関連企業の立地や浮体式を含
む案件形成に向けた取組を強化し、風車の部品製造、建設
工事、メンテナンス等における県内サプライチェーンの構
築を図る。また、海外関連メーカーの誘致に取り組み、国
内外からの投資を促進し、県内への経済効果の最大化につ
なげていく。

人材育成や研究・開発、設備導入等の総合的な支援を行
い、県内輸送機関連企業の競争力強化とサプライチェーン
の構築による受注拡大を図る。

洋上風力発電事業について、昨年度、一部の一
般海域で事業者の撤退があったものの、中東情
勢の影響等により、エネルギー自給率向上の重
要性が高まっていることから、再生可能エネル
ギー主力電源化の切り札として、関連産業への
県内企業の参入促進と、県内全域への経済効果
の波及を求める声が高まっている。

県内輸送機関連企業の新規参入及び取引拡大に
向けて、企業からは設備導入に対する補助制度
や人材育成支援のほか、マッチング機会の提供
に係る強いニーズがある。
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ｄ

評価理由

出典：県調べ 指標の配点 3 0 4 4

総合評価

2023
（Ｒ５）

437

達成率 96.6% 61.4% 100.5% 111.8%

352 365 378 391

実績 313 243 340 224 380

指標の配点 4 2 2 0

⑥

【施策の方向性⑤】
リサイクル関連事業の製造品出荷額（億
円）

目標

達成率 107.5% 88.0% 85.0% 51.4%

44 36

50 60 70

⑤

【施策の方向性④】
ＩＣＴ活用工事の実施件数（件）

目標 40

実績 18 28

出典：県調べ

43 51

ｎ出典：秋田労働局「新規高校卒業者職業紹介状況」 指標の配点 4 3 3

150 150

R8.8月判明予定

達成率 102.7% 90.7% 98.0%

実績
④

【施策の方向性④】
県内建設業に就職した新規高校卒業者数
（人）

目標 150

154131 152

-

出典：経済産業省「商業動態統計」 指標の配点 4 4 4 4

136 147

150

達成率 120.6% 122.6% 122.9%

実績 2,928 3,453 3,548 3,629 3,661 3,849

3,000

128.3%
③

【施策の方向性③】
商業事業者の販売額（億円）

目標 2,941 2,960 2,980

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1 0

達成率 89.4% 86.8% 71.1% 61.3%

1,385 1,388 1,208 1,140

1,600 1,700 1,860

100.0%

②

【施策の方向性②】
伝統的工芸品の生産額（百万円）

目標 1,550

実績 1,854 1,541

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

7 10 10 10

100.0% 100.0%

10

達成率

10 10 10

100.0%

実績 -

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
食品製造事業者の取引先マッチング成約
件数（件）

目標 10

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.40で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

食料品・飲料等の製造品出荷額等（従業
者４人以上の事業所）（億円） 実績 1,335 1,162 (1,300)

②
商業・サービス業の県内総生産（億円）

実績 9,474 8,647 (8,569) － －

出典：県「秋田県県民経済計算」

(1,382) (1,360) －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

(9,172)
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

②

③

④

⑤

技能職や建設事務職を含めた幅広い職種の確保に向け、工
業高校はもとより、普通高校等においても出前説明会等を
開催して新規高卒者とのマッチングを強化するほか、業界
団体等と連携した体験・参加型イベントの開催やＳＮＳ等
を活用した建設産業の魅力発信など、若年層・女性・外国
人材等ターゲットを明確にした取組を推進する。

新規高卒者が減少傾向にあり、新卒者の県内建
設業への就職者も減少している。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

ＩＣＴ活用工事発注方針に基づき、土工量・舗装面積に応
じた「発注者指定型」の段階的拡大や、ＩＣＴ技術の伴走
型支援を強化する。あわせて、適正な費用計上や国・県の
補助金等の情報提供を積極的に行い、「ＩＣＴ活用工事」
の拡大を図る。

建設現場における労働災害のリスクやインフラ
の高経年化への対応が迫られる中、生産性や安
全性の向上及び構造物の長寿命化に資するＩＣ
Ｔ技術について、全県規模での定着が進んでい
ない。

電力等の価格高騰により経営環境に大きな影響を受けてい
る事業者に対し、省エネルギー化又は省力化を図るための
設備更新・導入を支援し、中長期的な生産性向上と経営基
盤の強化を促進する。また、エネルギー等の価格高騰の影
響を受けている県内商店街等の活性化を図るため、商店街
等の団体が実施する消費喚起等の活動に対し助成する。

産地等が行う国内外の販路開拓や新商品開発、原材料調
達、人材育成等の取組を支援するとともに、一定以上の技
能等を有する者を「秋田県認定工芸士」等として認定する
制度を継続して実施する。また、伝統的工芸品産業の魅力
を国内外の幅広い層に訴求するため、映像制作インターン
シップやデジタル活用セミナーの開催等により産地等にお
けるデジタル活用を促進することで情報発信力の強化を図
る。

デジタル技術を活用したリーディングカンパニー育成事業
により、食品産業を牽引する事業者の育成と生産性向上を
支援する。併せて、原材料等の価格高騰の影響を受けてい
る食品事業者の商品改良や販路拡大等を支援し、収益構造
の改善を図る。

県内の商業・サービス業を営む事業者の多く
は、人手不足や中東情勢の影響による電力等価
格高騰に加え、人口減少と高齢化、さらには後
継者不足といった複合的な問題に直面してお
り、厳しい経営環境にある。

伝統的工芸品産業の事業者数、従事者及び生産
額は減少傾向にあり、産地の持続化が危ぶまれ
ている。

県内食品製造業は、従業者数29人以下の小規
模・零細な事業所が約８割を占めており、製造
品出荷額は全国でも低位にとどまっている。ま
た、近年、原材料等の価格高騰により、生産体
制の縮小を余儀なくされるなど、経営に影響を
及ぼしている。

リサイクル事業の効率化や高度化を図るとともに、今後増
加が見込まれる太陽光パネルなどのリサイクル資源につい
て、再資源化に向けた取組を支援していく。

リチウムイオン電池や再生可能エネルギー設備等のリサイ
クル拠点の形成に向け、試験的な回収・分析等の調査を実
施するとともに、事業者の取組を支援していく。

非鉄金属関連の産業は市況価格や為替、国際情
勢等の外的要因の変化により、原料調達や製品
出荷に影響が生じやすい。

リチウムイオン電池や再生可能エネルギー設備
等の適正処理及び資源循環に向けた環境整備が
進んでおらず、これらに対応する事業の育成と
関連事業者の取組を促す支援も十分に追いつい
ていない。
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○ ○

○ ○

○ ○

①

これまでの誘致進展によって県営工業団地等の
分譲が進み、進出企業を受け入れる産業用地が
不足している。

「ＧＸ戦略地域」への選定に向けて全力で取り組むととも
に、洋上風力発電等の再生可能エネルギー源近傍における
産業集積の拡大を目指し、再エネ工業団地の整備とＰＲを
進め、一定程度の雇用吸収力があり、県外から県内への労
働移動等が見込まれる企業の誘致を推進する。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

誘致件数は伸びているが、一定程度の規模の雇
用創出計画を持つ企業の誘致実績が少ない。

再生可能エネルギー源を呼び水に、自動車、電子部品、半
導体関連など再エネの需要家となる企業、風車部品製造や
再エネＯ＆Ｍ関連企業、ＡＩ関連で需要が拡大している
データセンターの誘致を重点的に推進するほか、県内の大
学等で学んだ学生の県内定着に重要な役割を果たす情報関
連企業の誘致を推進する。

洋上風力発電事業等の建設やメンテナンス等の
需要が高まる中、環日本海交流の拠点となる港
湾としての機能が十分に追いついていない。

基地港湾に指定された秋田港及び能代港の機能を最大限に
発揮し、今後事業展開される秋田沖等の洋上風力発電事業
においても港湾群として対応するため、秋田港の整備を進
めるとともに、船川港及び能代港の活用を推進する。

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.67で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

116.7%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.0% 100.0% 116.7%

実績 0 2 2 4 7 7

6

③

【施策の方向性②】
洋上風力発電における港湾の利用件数
（累積）（件）

目標 2 4 6

出典：県調べ 指標の配点 4 3 1 0

達成率 178.6% 91.0% 71.2% 67.7%

819 641 609

900 900 900

②

【施策の方向性①】
企業誘致等による雇用創出数（人）

目標 900

実績 887 474 1,607

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

達成率 118.5% 107.4% 88.9%

28 25 32 29 24 30

27 27

①

【施策の方向性①】
企業の誘致件数及び誘致済企業等による
施設・設備の拡充件数（件）

目標 27

111.1%

実績

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

27

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位）
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■戦略２　農林水産戦略

25,363
⑪

【施策の方向性④】
水田への作物作付面積（主食用米を除
く）（㏊）

目標

103.5% 99.4% 89.3% 62.8%

39,900 40,150 40,400

35,85239,669

指標の配点 4 3 2 0

39,650

実績 36,917 35,841

出典：県調べ

41,039

達成率

出典：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」 指標の配点 4 3 3 ｎ

R8.12月判明予定

達成率 101.8% 96.7% 96.1% -

実績 6.07 6.29 6.07 5.85 5.91

0

⑩

【施策の方向性④】
秋田県産米のシェア（％）

目標

54.9%

実績 - -

5.96 6.05 6.15 6.24

91.6% 81.4%

1,756

達成率

1,600 2,400

出典：県調べ 指標の配点 3 2 0

3,200800

733 1,302 1,625

67.7%

達成率

⑨

【施策の方向性④】
サキホコレの作付面積（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3 2

96.2% 97.1% 94.4% 80.5%

3,203 3,323 3,683

3,111 3,137 2,966
⑧

【施策の方向性③】
秋田牛の出荷頭数（頭）

目標 3,089

実績 2,872 2,844 2,972

出典：全農秋田県本部「秋田県ＪＡ青果物生産・販売計画書」 指標の配点 2 2 2 0

139

達成率 86.9% 82.0% 84.4% 69.5%

実績 154 167 152 150 162

3

⑦

【施策の方向性③】
主要園芸品目の系統販売額（億円）

目標

99.4%

実績 90,162 90,981

175 183 192 200

99.9% 99.8%

93,997

達成率

93,240 93,940

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

94,54092,540

92,504 93,052 93,577

99.6%

達成率

⑥

【施策の方向性②】
ほ場整備面積（累積）（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 ｎ

104.7% 107.1% 108.5% -

4,326 4,368 4,410

4,631 4,740 R8.12月判明予定

⑤

【施策の方向性②】
環境保全型農業の取組面積（㏊）

目標 4,285

実績 1,519 4,204 4,485

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

518

達成率 101.9% 104.8% 106.3% 107.9%

実績 345 377 428 461 489

3

④

【施策の方向性②】
実用化できる試験研究成果件数（累積）
（件）

目標

91.6%

実績 241 252

420 440 460 480

96.8% 94.8%

284

達成率

290 300

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

310280

271 275 270

90.0%

達成率

③

【施策の方向性①】
新規就農者数（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3 3

98.8% 99.3% 97.4% 96.9%

890 925 957

884 901 927
②

【施策の方向性①】
農業法人数（認定農業者）（法人）

目標 855

実績 705 788 845

94.7% 132.1% -

出典：農林水産省「生産農業所得統計」 指標の配点 3 3 4 ｎ

1,879 1,947 2,000

実績 1,931 1,898 (1,670) (1,779) (2,572) R8.12月判明予定

①

【施策の方向性①～⑤】
農業産出額（億円）

目標 1,822

達成率 91.7%

目指す姿１　農業の食料供給力の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）
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117.5% 122.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率

6,720 6,800

実績 6,274 6,378 6,598 6,686 7,896 8,349

6,540

100.9%

6,630

100.8%

4 4

118.2% 115.7%

⑭

【施策の方向性①、⑤】
農産物直売所の販売額（百万円）

目標

出典：県調べ 指標の配点 4 4

165.6%

600

実績 278 290 435 517 876

162.8%達成率

977
⑬

【施策の方向性⑤】
農産物の輸出額（百万円）

目標 368 447 529

86.4%

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2 2

達成率 80.4% 88.4% 89.2%

250

実績 251 179 201 221 223 216

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

⑫

【施策の方向性⑤】
農業者等と実需者の新規マッチング成約
件数（件）

目標 250 250 250

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

(19) (18)

(11,360) (10,810)

(18,944)

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.27で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

－

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
稲作の10ａ当たり労働時間（時間）

実績 21 21 (19)

経過検証指標

－

出典：農林水産省「農産物生産費統計」

②
米60㎏当たり生産費（円）

実績 10,100 10,200 (10,150)

出典：農林水産省「６次産業化総合調査」

－

出典：県調べ

③
６次産業化事業体の販売額（百万円）

実績 20,800 16,409 (18,257) (19,378)

- 37 -



○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○⑤

サキホコレの特別栽培の標準化により特別栽培
面積は拡大したが、高齢化の進展等による人手
不足の影響を受け、有機ＪＡＳ認証面積は減少
が続いている。また、環境保全型農業直接支払
交付金の対象面積は、令和７年度の制度改正で
温室効果ガス抑制の取組が要件化されたことに
伴い、減少した。

スマート農業技術は、高価であるため、導入を
躊躇する経営体が多い。また、導入した経営体
においても、効果を最大限引き出せるほ場の区
画や栽植様式となっていない場合がある。

起業件数が減少傾向になっていることに加え、
個々の事業規模が小さく、物価高騰により収益
性を確保しにくい状況にある。

新規就農者数は増加傾向にあるものの、農業従
事者の高齢化がそれを上回るスピードで進展し
ており、担い手不足は深刻化している。

本県輸出額の大部分を占める米と秋田牛につい
て、米は国内の需給緩和を見越した輸出用米の
販路開拓や、新たに輸出用米生産に取り組む農
業法人の掘り起こしが途上にある。また秋田牛
は、一部の高級部位に輸出が偏っており、低利
用部位の需要拡大が進んでいない。

６次産業化の販売額は増加しているものの、物
価高騰による収益性の悪化に加え、消費者ニー
ズの変化（食の簡便化）や労働力不足への対応
が急務となっている。

政府備蓄米の放出や価格高騰に伴う需要減等に
より、主食用米の供給が過剰となったことで、
民間在庫が増加し、需給環境が緩和しており、
今後、米価の下落が懸念される。

「サキホコレ」の特別栽培標準化に伴い、技術
習得の負担増から作付面積の伸びが鈍化してい
るほか、地域間での収量・品質格差や基準未達
成米の発生が課題となっている。また、令和７
年産は主食用米全体の価格が高騰し、高価格帯
の品種とそれ以外の品種の価格差が縮小したこ
とで、サキホコレを作付けするメリットが薄れ
た。

県域の有機農業研究組織の活動を支援するとともに、県版
の有機栽培マニュアル策定に向けた現地実証を行うほか、
環境保全型農業直接支払交付金のメリットの発信や、特別
栽培の取組の横展開などを行う。

スマート農業技術については、実証ほの設置やウェブサイ
ト等での情報発信による普及啓発を実施するとともに、ス
マート農機の導入支援により普及を推進する。加えて、大
学や民間企業と連携し、技術に対応した生産方式の確立等
の研究を進めていく。

女性農業者による年間を通じた販売拠点の確保や、農産加
工品等の情報発信を支援し、起業活動の活性化及び収益性
の向上を図る。

農業従事者の高齢化や人口減少による労働力不
足に加え、資材や燃油等の価格高騰により、新
規取組や規模拡大が停滞している。

記録的な高温などの気候変動により、主要な園
芸作物では、収量や品質の確保が難しい状況に
ある。

米については、新規国でのテストマーケティングや輸出事
業者の販路開拓活動を支援することで販路拡大を図るとと
もに、商談会の開催により、新たに輸出用米生産に取り組
む農業法人を確保する。また、秋田牛については、新規国
のベトナムでの市場調査やカット講習会、調理法提案セミ
ナーを実施することで、低利用部位の需要拡大を図る。

６次産業化に取り組む農林漁業者の収益基盤を強化するた
め、従来の加工・直売等に必要な機械・施設の整備に加
え、省エネ・省力化に資する設備の導入を支援するととも
に、異業種のノウハウを活用し、消費者ニーズを捉えた新
商品開発や販路開拓を支援する。

官民連携のプラットフォームを形成し、県内外からの就農
希望者の呼び込みと、農業法人等の企業的経営体のマッチ
ングを支援し、雇用就農を促進する。

早期の事前契約の推進により、集荷業者の販売数量の確度
を高めるとともに、産地交付金等の活用や低コスト生産の
推進により、需要が見込まれる輸出用米や加工用米等への
取組を推進する。

特別栽培マニュアルに基づく技術指導に加え、高品質で収
量の安定した生産モデルの確立に向け、ＡＩによるほ場管
理や玄米タンパク予測技術を導入したＣＥ等への集荷を促
進するとともに、インナーブランディングを展開し、既存
農家の作付拡大や新規生産者の掘り起こしを図る。

スマート農業技術や機械化体系の導入による効率的な生産
方式への転換を図るとともに、企業の有する栽培技術や資
本、販売網を活用した収益性の高い品目の導入を支援し、
園芸産地の拡大を図る。

気候変動に対応した技術の実証・普及を図るとともに、温
暖化を逆手にとった新たな有望品目の作付拡大を推進する
ことで、高品質・安定生産を実現する。

④

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○近年のクマ出没等の影響により、森林内での環
境学習等の屋外活動が制限されるケースが増加
している。

人口減少や建築資材の高騰により、新設住宅着
工数が減少し、木材需要が低迷している。

将来にわたり森林資源を循環利用していくた
め、計画的に全ての造林適地で再造林を行うこ
とを目標としているが、伐採者と造林者の連携
が希薄であるため、造林者が伐採情報を得にく
い。

新規就業者数は目標値を達成しているものの、
就労環境の整備が途上であり、就業者が定着し
づらい。また、県外や異業種からの新規参入も
進んでいない状況にある。

屋外活動が困難な場合に備え、屋内活動へスムーズに移行
できるよう、振興局を通じて各団体へ屋内活動への変更事
例を事前に紹介する。

県内外の住宅においては輸入材や他県産材から県産材への
転換を進めるほか、非住宅建築物での県産材利用や海外輸
出の展開などにより新たな需要を開拓する。

伐採者と造林者が連携する「造林地集積ネットワーク」を
構築し、伐採情報の共有化や労務協力等を進め、伐採時か
ら森林所有者に再造林の働きかけを行い、造林地集積を促
進する。

引き続き、多様な働き方の実現や就労環境の改善に取り組
む林業経営体を支援するとともに、Ａターン雇用を促進す
る支援や新規参入しやすい環境整備などを実施する。

①

②

③

④

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

108.1% 117.5% 98.2%

出典：県調べ 指標の配点 2 4 4 3

24,000 24,000 24,000

実績 23,362 12,758 21,552 25,940 28,190 23,565
⑤

【施策の方向性④】
森づくり活動等への参加者数（人）

目標 24,000

達成率 89.8%

67.9% 84.8%

403

指標の配点 1 0 0 2

530 638

731 742 752

達成率 73.6%

524

55.1%

504
④

【施策の方向性③】
スギ製品の出荷量（千㎥）

目標 712

実績 634

出典：県調べ

出典：県調べ 指標の配点 3 2 1 2

1,662

達成率 91.9% 82.5% 78.3% 87.5%

実績 1,583 1,425 1,571 1,443 1,465

4

③

【施策の方向性③】
素材生産量（燃料用を含む）（千㎥）

目標

100.1%

実績 338 332

1,710 1,750 1,870 1,900

100.9% 101.0%

751

達成率

604 675

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

750556

561 610 735

108.9%

達成率

②

【施策の方向性②】
再造林面積（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

100.7% 111.2% 113.4% 110.4%

135

134 134 134

149 152 148

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
新規林業就業者数（人）

目標 134

実績 146 122

目指す姿２　林業・木材産業の成長産業化

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

施策の方向性、指標名（単位）
2024
（Ｒ６）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

県内の各漁港では、施設の老朽化が進んでお
り、近年増大している大型波浪に対して、施設
自体の安全のほか、漁船を安全に係留する機能
も不十分である。

外郭や係留施設をはじめとする老朽化した基幹施設の機能
を維持するとともに、近年の大型低気圧等への防護力を高
めるため、計画的な機能強化を推進する。

②

③

①

毎年10名程度の漁業就業希望者が集まる一方
で、現場で研修を指導する漁業者が不足してい
る。

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

100.0%
④

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

実績

4

達成率

総合評価 評価理由

100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

100.0%

61 62 63 64

62 63 64

4

【施策の方向性④】
安全係船岸の充足率（％）

目標 61

100.0%

61 61

100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

100.0%

実績 10 17 55 64 77 90

達成率 105.8%
③

【施策の方向性③】
蓄養殖等に取り組む漁業経営体数（累
積）（経営体）

目標 52

0

達成率

64 77 90

541

363 285 286

52.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 1 0

491

100.0% 71.6% 54.4%

507 524

4

②

【施策の方向性②】
つくり育てる漁業対象種の生産額（百万
円）

目標 491

実績 393 457

12 13

120.0% 120.0% 130.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

100.0%

10 10 10

実績 11 10 10 12

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
新規漁業就業者数（60歳未満）（人）

目標 10

達成率

オンライン販売や直売等のＢtoＣの取組は継続
して実施されている一方、県外への販路開拓が
十分に図られていない。

キジハタの種苗生産技術開発において、初期餌
料の見直し等も行っているが、ふ化直後の生残
率が低く、未だ量産に至っていない。

海洋環境の変化により、サケやアワビ等冷水性
魚介類の放流後の生残率が低下し、つくり育て
る漁業対象魚種の生産額が減少している。

目指す姿３　水産業の持続的な発展

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

沖防波堤の延伸により養殖に適した静穏域を創出し、生産
規模の拡大を目指す。

首都圏等で開催される商談会への出展を通じてＢtoＢの取
組を強化し、県産水産物の販路拡大を図る。

飼育環境の見直しを行うなど、種苗生産試験を引き続き実
施し、生残率の向上・量産化を目指す。

生残率を向上させる取組として、放流種苗の大型化や放流
時期と場所の適正化を図るなど、健苗の育成とともに環境
の変化に伴う死亡リスクを最小限に抑えるための放流技術
開発を行う。

イベントや説明会で新規就業者の確保に努めるとともに、
研修修了生や漁業士等にあきた漁業スクールの取組や研修
の情報提供を行い、指導者の確保・育成を図る。

岩館漁港でのサーモン養殖は漁港内水域で実施
しているため、船舶の航行などを考慮する必要
があり、養殖エリアの拡大・確保が難しい。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

①

④

②

③

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.40で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

4 4

中山間地域は、平場と比較して生産条件が悪
く、大面積･大ロットでの取組が適していないこ
となどから、生産者の所得向上や継続的な雇用
の確保が難しい状況となっている。

地域特産物のブランド化に当たっては、地域関
係者の合意形成が難しいほか、加工、販路開拓
などの様々な段階で、専門知識の不足等の課題
が生じている。

中山間地域の生産者の所得向上と雇用の確保を図るため、
冷涼な気候や豊富な水源など地域の特色を生かした、小
ロットでも収益性の高い品目の導入を促進し、生産拡大等
に向けた取組を支援する。

96.8%

実績 103,273

指標の配点 4 3

4

103,400 103,900 104,400

101,040

3 3

4

達成率 100.3% 99.9%

102,900

102,297 101,908 103,256

64

達成率 170.0%

出典：県調べ

102,284

98.4%

出典：県調べ 指標の配点

- - 17 25 50

⑤

【施策の方向性④】
農地保全活動面積（㏊）

目標

4

④

【施策の方向性③】
農村地域づくり活動サポート人材の育成
数（累積）（人）

目標

125.0% 166.7% 160.0%

実績

11,200

107.4%

実績 9,887 6,518

10 20 30 40

118.7%達成率

9,600 10,400

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

124.7% 124.4%

10,448 11,968 12,933 12,032

4

達成率

③

【施策の方向性②】
農村関係人口（人）

目標 8,800

12

6 10 14

116.7%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

4

133.3% 100.0% 111.1%

6 9

2

②

【施策の方向性②】
新たな農村ビジネスの取組件数（累積）
（件）

目標 3

実績 - -

25 28

82.1% 80.6% 82.4%

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

88.0%

28 31 34

実績 22 22 22 23

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
中山間地域のブランド特産物数（累積）
（件）

目標 25

達成率

目指す姿４　農山漁村の活性化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

過疎化及び高齢化に伴う担い手不足により、煩
雑な事務作業や持続的な農地維持が大きな負担
となっており、日本型直接支払制度の取組を継
続することが困難となっている。

住民の高齢化等により、農業生産や地域活動を
担う人材が不足してきており、地域内の人材だ
けでは地域の維持・活性化が難しくなってい
る。

多様な地域資源を生かした農村ビジネスが増加
してきているものの、取組を県内各地に定着さ
せるためには、活動に取り組む人材・組織がま
だまだ不足している。

継続が危ぶまれる組織については、事務作業の外部委託や
広域化を支援するほか、多様な人材の参画を促すマッチン
グ支援を行う。また、条件が不利で農地の有効利用が難し
い地域においては、粗放的な土地利用を行うなど、地域の
実情に応じた適切な農地利用及び維持・保全を推進する。

人口減少下においても、農業生産や地域活動が維持され定
住につながるよう、「半農半Ｘ」の実証成果等を周知し、
多様な外部人材による関わりを促すなど、農村関係人口の
拡大に向けた支援を継続する。

地域づくり活動やビジネス創出に取り組む人材や組織の更
なる掘り起こしを図るため、関係部局や市町村との連携を
強化する。

人材・組織づくりから地域特産物を生かした取組までを総
合的に支援するとともに、課題解決に向けたアドバイザー
派遣やコンサルタント等による中間支援など、引き続きき
め細かなサポートを行う。
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■戦略３　観光・交流戦略

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.50で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

211.9%

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 指標の配点 4 4 4 4

達成率 162.8% 478.0% 341.7%

20,000 35,000 70,000

実績 139,400 25,380 16,280 95,600 119,610 148,340
④

【施策の方向性⑤】
外国人延べ宿泊者数（人泊）

目標 10,000

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 指標の配点 3 3 2 1

達成率 95.6% 90.9% 85.1%

実績 3,654 2,546 2,772 3,001 3,150 2,994

3,800

78.8%
③

【施策の方向性①、③、④】
延べ宿泊者数（千人泊）

目標 2,900 3,300 3,700

出典：県「秋田県観光統計」 指標の配点 3 2 2 1

達成率 90.3% 81.0% 84.4% 79.6%

28,354 30,807 30,263

35,000 36,500 38,000

②

【施策の方向性②～④】
観光地点等入込客数（延べ人数）（千
人）

目標 28,000

実績 35,270 18,360 25,275

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 140.5% 169.0% 172.9% 173.4%

実績 - - 2,108 2,737 3,009 3,225

1,620 1,740 1,860

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性②】
「アキタファン」へのアクセス数（千
件）

目標 1,500

目指す姿１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

クルーズ船の誘致及び受入等に向けた他都道府
県との競争が激化している中、部局横断による
連携が不足している。

多様化する旅行ニーズに対応したストレスフ
リーな受入態勢の整備が不十分である。

自然公園内の環境の保全や利用者の安全・快適
性の向上を図るため、市町村からの要望に基づ
き歩道や駐車場、公衆トイレ等の整備を進めて
いるが、要望箇所が多数に上り、全箇所への速
やかな対応が困難な状況にある。

本県が有する世界遺産や国指定重要無形民俗文
化財をはじめとした、多様な自然・文化のＰＲ
やこれらを地域資源として活用した企画商品の
開発が不足している。

指標として設定している「観光地点等入込客
数」及び「延べ宿泊者数」については、冬季
キャンペーンなどの誘客活動を実施してきたも
のの、４年間目標を達成することができなかっ
た。

秋田県観光ＤＭＰのデータ量が充実しておら
ず、宿泊客の増減理由の精査ができていないな
ど、分析精度が不十分であるほか、ＤＭＯ及び
宿泊事業者におけるデータ分析のスキルや分析
結果を実際の取組に生かすノウハウが不足して
いる。

デジタルマーケティングによる顧客ニーズの検
証や、それに対応するコンテンツ及びＰＲが不
足しているため、グリーンシーズン期における
新規顧客の獲得やリピーターの定着に向けた仕
組みが十分に構築されていない。

多様化する旅行ニーズに対応した、訴求力の高
いＳＮＳ等による情報発信が不足している。ま
た、既存の観光資源の磨き上げや、食・文化・
スポーツといった地域資源との連携が不十分で
あり、観光産業の収益力向上へとつながってい
ない。

海外での本県の認知拡大に向け、国ごとの旅行者の旅行形
態や情報収集媒体に合わせた、ターゲットに届く情報発信
を展開することで、外国人延べ宿泊者数の拡大につなげ
る。

クルーズ振興のソフト事業が建設部から移管されたことに
伴い、これまで構築した船社やランドオペレーターとの
ネットワークを土台に、観光部門が有するセールスや情報
発信のノウハウを組み合わせることで、より効果的に秋田
三港（秋田、船川、能代）へのクルーズ船の誘致と寄港地
観光を推進していく。

バリアフリー化を含む幅広い取組を対象とする宿泊施設の
高付加価値化等を目的とした補助事業等により、多様な
ニーズに応じた受入態勢整備を支援する。また、観光施設
のバリアフリー調査を実施するとともに、高齢者モニター
ツアーをさらに充実（一泊コース・日帰コース）させ、県
内外の介護サービス事業者等への周知を図る。あわせて、
観光地・宿泊施設等に係る情報発信及び電話相談等により
安全・安心に旅ができるよう支援する。

年々施設の老朽化が進んでいるが、国の交付金も活用し、
優先度の高いものから順次整備していく。

秋田を代表する世界遺産や国指定重要無形民俗文化財等の
多様な自然・文化の魅力を最大限ＰＲするとともに、白神
山地データベースサイトとガイドデスクを連携させて情報
を適切に管理のうえ、モデルコース等を活用した認定ガイ
ドによるエコツアーの企画造成・実施を推進する。さら
に、白神地域おこし協力隊等を活用して情報発信を強化す
る。

令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画
では、旅行者の心を動かし来県を促すとともに、秋田なら
ではの体験コンテンツや快適な受入環境の整備を推進し、
観光地点等入込客数や延べ宿泊者数の増加を図っていく。

データ量の充実に向け、データ提供者である宿泊事業者の
参加拡大を図るために参加登録を促す説明会を開催するほ
か、データ分析方法やデータを経営に生かすノウハウを学
ぶセミナー等を開催する。

既存の観光資源の磨き上げに加え、インフルエンサー等を
活用したＳＮＳ等での情報発信を行い、観光と「食・文
化・スポーツ」との連携した取組や旅行者の多様なニーズ
に対応しながら観光産業の収益力の向上を図る。

宿泊業の労働生産性を高めるため、宿泊施設の高付加価値
化等を支援するほか、繁忙期等の人材不足対策として、多
様な人材採用手法の導入支援などにより、観光人材の定
着・確保を図る。

宿泊業において、労働生産性が低いほか、繁忙
期を中心とした人材の確保や定着が不十分であ
る。

本県の海外向けＳＮＳのフォロワー数は増加し
ているものの、東北の他県に比べ外国人延べ宿
泊者数が伸びていない。

④

⑤

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

③

GoogleやYahoo!等のウェブ広告やInstagram等のＳＮＳ広告
などを活用したデジタルマーケティングにより顧客層の
ニーズを検証し、効果的なプロモーションによりリピー
ターの獲得やグリーンシーズンの誘客に取り組む。
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総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.75で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

103.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 120.5% 116.3% 144.7%

43 47 52

実績 26 35 47 50 68 54
④

【施策の方向性④】
発酵ツーリズム拠点施設への来場者数
（千人）

目標 39

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3 3

達成率 146.4% 111.6% 99.6%

実績 735 668 1,083 960 996 1,135

1,163

97.6%
③

【施策の方向性③】
加工食品・日本酒の輸出金額（百万円）

目標 740 860 1,000

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

10 10 10

10 10 10

②

【施策の方向性②】
食品製造事業者の取引先マッチング成約
件数（件）

目標 10

実績 - 7 10

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 130.4% 104.3% 103.6% 102.4%

実績 80 74 73 72 86 85

69 83 83

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
総合食品研究センターの技術支援による
加工食品の新商品開発件数（件）

目標 56

目指す姿２　「美酒・美食のあきた」の創造

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

－

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

－

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

食料品・飲料等の製造品出荷額等（従業
者４人以上の事業所）（億円） 実績 1,335 1,162 (1,300) (1,382) 
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○発酵文化に代表される本県独自の豊かな食文化
について、情報発信が不十分となっており、観
光資源としての活用や販売促進につながってい
ない。

指標として設定している加工食品・日本酒の輸
出金額については、海外の展示会への出展支援
などにより商談機会を提供し、輸出金額が10億
円を上回ることができたものの、最終的な目標
を達成することはできなかった。

これまでマッチング商談会に来場したことのな
い新規のバイヤーへのアプローチが不十分と
なっているうえ、商談会に出展していない事業
者では新たな流通チャネルが活用できていない
状況にあり、取引のきっかけが不足している。

県内食品製造業は、従業者数29人以下の小規
模・零細な事業所が約８割を占めており、製造
品出荷額は全国でも低位にとどまっている。ま
た、近年、原材料等の価格高騰により、生産体
制の縮小を余儀なくされるなど、経営に影響を
及ぼしている。

特に、一昨年以降の米の価格高騰は、米菓や日
本酒、味噌など本県を代表する加工分野への影
響が懸念される。

本県を代表する農産物である米について、従前
から主食用米の生産・流通が主体だった影響も
あり、新潟など他主産県と比べて加工分野での
取組が進んでいない。

ターゲット分析に基づく情報発信や、秋田ならではの豊か
な食体験の提供により来訪意欲を喚起し、継続的な「秋田
の食」のファンを獲得することで、食を観光資源とした誘
客や県産食品の一層の販売を促進していく。

加工食品の輸出を牽引する日本酒を核に、アジアをター
ゲット市場と定め、現地の展示会出展やバイヤー招へい等
によるマッチング機会を創出することで、更なる輸出促進
を支援していく。

米加工品製造業者に対し、マーケットニーズを先取りした
商品開発や販路拡大等の支援を行うことで、収益改善及び
加工分野における取組の進展を図る。

県内外の商談展示会で収集した来場バイヤーのデータを活
用し、より多くのバイヤーにマッチング商談会の開催情報
を届ける。また、県産食品紹介サイト「千彩万食」を活用
した情報発信により、バイヤー・県内食品事業者双方の取
引意欲を高め、マッチング機会の増加を図る。さらに、拡
大を続けるＥＣ市場の活用を促進するため、「ＷＥＢ物産
展」を開催し、全国に向けた販路開拓と販売促進を図る。

デジタル技術を活用したリーディングカンパニー育成事業
により、食品産業を牽引する事業者の育成と生産性向上を
支援する。あわせて、原材料等の価格高騰の影響を受けて
いる食品事業者の商品改良や販路拡大等を支援し、収益構
造の改善を図る。

県が米の価格高騰への対策として実施した「食品産業価格
高騰対策事業」の実績を注視するとともに、米加工品製造
業者が安心して製造できる環境整備に向け、県内の米加工
事業者や農業団体等で組織する「あきたコメ活プロジェク
ト推進協議会」において意見交換等の場を設ける。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○交流人口や関係人口の拡大が求められている中
で、文化団体等の基盤が弱く集客力のある取組
を継続することが難しいほか、観光ニーズ等に
対応した取組が不十分である。

人口減少や高齢化が進行する中、文化芸術活動
を維持・活発化させる上で、文化芸術を担って
いく人材の不足が懸念される。また、子どもた
ちが質の高い文化芸術に直接触れる機会が十分
に確保されていない。

文化芸術活動を行っている人の割合は増加傾向
であるものの、広がりが緩やかである。

本県ならではの文化芸術の魅力発信が不足して
いる。

アートやデザイン分野における若手アーティストの活動支
援や映像制作等に係る担い手の育成を支援するほか、音楽
や美術の分野での中高生等を対象としたアウトリーチ事業
により質の高い文化芸術に触れる機会を創出する。

令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画
では、文化団体が行う活動への助成、優れた作品や活動に
対する顕彰などにより、幅広い世代が自身の希望に応じた
文化芸術活動に取り組みやすい環境づくりを更に進めてい
く。

今後の対応方針

471.4%

①
公式ＳＮＳ、YouTubeチャンネルを活用した本県ならではの
魅力ある文化を題材とした情報発信を行うとともに、文化
芸術団体等が行う情報発信の強化に向けた取組を支援す
る。

令和８年度に予定する指定管理の更新に当たっては、円滑
な管理運営を図るとともに、ニーズを捉えた積極的な営業
活動により、質の高い、集客力のある公演等を開催・誘致
できるよう、運営事業者を選定する。

②

ミルハスの利用者数及び稼働率を引き続き高水
準に維持し、施設の魅力を生かすことができる
事業者の選定が課題である。

③

地域の文化資源を活用して県内外からの誘客を図る民間団
体の取組に対し、助成を行うとともに、劇団が行う劇場公
演を活用し、本県文化の魅力を発信する。

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

施策の
方向性 課題

392.9% 421.4%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

198 165 177

42 42 42

②

【施策の方向性①～③】
あきた芸術劇場で開催される大規模イベ
ント・興行数（件）

目標 42

達成率 233.3%

出典：県調べ 指標の配点 4

実績 - - 98

4 4 3

95.5%112.0%達成率 205.8% 193.8%

実績 450,445 54,435 277,888 523,376 403,173
①

【施策の方向性①～③】
文化事業への来場者数（人）

目標 135,000 270,000 360,000 455,000

2025
（Ｒ７）

434,317

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

目指す姿３　文化芸術の力による魅力ある地域の創生

施策の方向性、指標名（単位）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

ｅ

④

①

指標として設定している成人の週１回以上のス
ポーツ実施率について、働く世代や子育て世代
の女性では「仕事や家事が忙しい」、「子ども
に手がかかる」との理由から低調に推移してお
り、４年連続で目標を下回った。

これまで育成した認定指導員を活用するとともに、その
ネットワーク基盤を生かし、スポーツ実施率が低い働く世
代や子育て世代の女性を対象に、職場における運動教室の
開催や、デジタル技術を活用した家庭で手軽に実践できる
運動プログラムのＳＮＳ配信などにより、いつでも、どこ
でも、気軽に運動ができる環境整備に取り組んでいく。

②

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は0.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

総合評価 評価理由

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 1

実績 - - 1,430 1,686

1,500

1,739 1,144

158.9% 140.5% 124.2% 76.3%

1,200

③

【施策の方向性②】
スポーツ合宿等による延べ宿泊者数（人
泊）

目標 900

達成率

出典：（公財）秋田県スポーツ協会調べ 指標の配点 4 3 1 0

1,400

73.6% 63.8%

132.5 127.5

達成率 153.2% 91.3%
②

【施策の方向性③、④】
国スポにおける少年種別の獲得得点
（点）

目標 140.0

実績 81.5 - 214.5

1 0 1 0

160.0 180.0 200.0

146.0

実績 50.5 58.5 51.1 47.5 49.3 48.5

出典：秋田県スポーツ推進委員協議会「全県体力テスト・スポーツ実態調査」 指標の配点

①

【施策の方向性①、③、④】
成人の週１回以上のスポーツ実施率
（％）

目標 67.0

達成率

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

76.3% 69.3%

目指す姿４　活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現

2025
（Ｒ７）

県有スポーツ施設の老朽化が進行しており、突
発的な対応を求められる修繕等が増加してい
る。

部活動地域展開の受け皿の一つとなり得る総合
型地域スポーツクラブにおいて、中学生に指導
できる体制が整っているクラブは少なく競技種
目も限定的となっている。

高校スポーツ指導者による重大な体罰事案が発
生するなど、スポーツ活動における体罰等のハ
ラスメントの再発防止に向けた取組が不足して
いる。

新県立体育館の整備を契機としたスポーツの普
及促進や賑わい創出が期待される一方、その賑
わいを周辺地域へ効果的に波及させるための体
制構築が不足している。

運営スタッフの高齢化が進み、ボランティアス
タッフの確保が難しくなるなど、スポーツイベ
ントの実施に要する人材が不足している。

安全安心な施設利用を確保するとともに、市町村施設との
役割分担や民間資金の活用を検討し、施設運営や大会開催
に支障がないよう計画的な修繕等を実施する。

部活動の地域展開等に資するため、これまでのクラブの自
立運営に向けたマネジメント人材育成の成果を生かし、総
合型地域スポーツクラブの基盤強化に向けた支援の充実を
図るなど、市町村やスポーツ関係団体等と連携して地域の
スポーツ環境を整備する。

これまでも取り組んできたコンプライアンス研修の充実を
図るとともに、教育委員会、県スポーツ協会、市町村等と
協力し、未然防止・再発防止の周知徹底や相談体制の強
化、競技団体のカバナンスコードの遵守などにより、ハラ
スメントの根絶に向けて取り組んでいく。

新県立体育館の開館による賑わいを地域波及させていくた
め、商工団体等と連携し、意欲のある地域の事業者等が積
極的に事業展開に取り組むことができる体制を整備する。

令和７年度にリニューアルした県のウェブサイト「秋田県
スポーツステーション」による県内スポーツ大会・イベン
ト等に関する情報のワンストップ化を図り、ボランティア
希望者に情報が届く仕組みを構築し、ボランティアマッチ
ングの促進による人材確保を図る。

68.0 69.0 70.0

69.9% 71.4%

国民スポーツ大会の天皇杯成績が低迷している
ほか、少子化の進行による競技人口の減少や、
有望選手の県外進学などが、県内におけるアス
リートの発掘・育成・強化に影響している。

これまで２期６年の「チームＡＫＩＴＡ強化・育成システ
ム」の成果と課題を検証し、令和９年度からの第３期指定
を核として、競技力向上に向けたジュニア期の一貫指導体
制の充実を図るとともに、小中学生を対象とした「スポー
ツ能力測定会・スポーツ体験会」の開催を通じ、スポーツ
を始めるきっかけづくりや、スポーツ少年団・運動部活動
等の選択に役立ててもらい、スポーツのすそ野拡大を図
る。

③
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総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3 3

94

達成率 100.0% 98.9% 98.9% 97.9%

実績 90 92 92 92 92
⑥

【施策の方向性⑤】
高速道路の供用率（％）

目標 92 93 93 96

88.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 4 4 2

達成率 98.1% 106.0% 101.5%

実績 423 311 369 423 417 375

423

⑤

【施策の方向性④】
第三セクター鉄道の利用者数（千人）

目標 376 399 411

出典：県調べ 指標の配点 3 3 2 ｎ

達成率 92.5% 97.3% 88.5% -

(10.7) (10.0) R9.3月判明予定

11.0 11.3 11.5

④

【施策の方向性③】
乗合バスの県民１人当たり利用回数
（回）

目標 10.7

実績 11.5 9.3 (9.9)

2出典：県調べ 指標の配点 0 1 2

達成率 67.1% 76.5% 83.7% 82.5%

実績 149 24 147 173 195 198

226 233 240

③

【施策の方向性②】
大館能代空港国内定期航空路線の利用者
数（千人）

目標 219

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3 3

達成率 139.6% 100.0% 92.8% 91.5%

実績 1,287 273 942 1,181 1,219

1,181 1,313 1,351

1,236
②

【施策の方向性②】
秋田空港国内定期航空路線の利用者数
（千人）

目標 675

出典：県調べ 指標の配点 4 0 1 0

67.7%達成率 145.5% 65.0% 70.8%

実績 45,806 13,771 26,776 27,814 33,691
①

【施策の方向性①】
フェリー秋田航路の旅客利用者数（人）

目標 18,400 42,800 47,600 49,000

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

33,179

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築

(3,087) 

2025
（Ｒ７）

2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

(4,159) －

出典：国土交通省「旅客地域流動調査」

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）

①

秋田県と県外間の旅客輸送人員数（自動
車を除く）（千人） 実績 4,275 1,368

2024
（Ｒ６）

(4,018) 
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

⑤

①

トラック業界における2024年問題を受けてモーダルシフト
に取り組む事業者を対象に、助成制度を実施し、プロモー
ションやトップセールスをとおして新規利用事業者の獲得
に努めるとともに、需要を的確に捉え利用増加につなげて
いく。また、旅行事業者への助成制度のほか、メディアや
出前講座等の場でフェリー利用の魅力をＰＲし、貨物・旅
客利用の推進を図る。

整備スキームの具体化に向けて、ＪＲ東日本と協議を進め
るとともに、沿線自治体と連携して国への要望活動等や機
運醸成に引き続き取り組むことで、新仙岩トンネル整備計
画の実現を目指す。

フェリー航路の旅客については、回復傾向にあ
るもののコロナ禍前の水準までは回復しておら
ず、また、貨物については、他航路との競争が
激化し秋田航路の利用数が伸びていない。

秋田新幹線の定時性・安定性の向上に向けて、
新仙岩トンネル整備計画の着実な進展が求めら
れている。

③

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

高速道路は、防災・減災、国土強靱化に資するとともに、
地域経済の活性化に大きく寄与することから、高速道路の
沿線市町村等との連携を強化し、未整備区間の早期解消や
秋田自動車道における暫定２車線区間の４車線化につい
て、国や関係機関に対して要望していく。また、令和８年
度は、日本海沿岸東北自動車道の遊佐象潟道路の一部区間
が開通予定となっており、供用率の向上が見込まれる。

令和６年度に認定を受けた鉄道事業再構築実施計画に基づ
き、鉄道施設の改修及び修繕等に係る経費を補助するほ
か、沿線市が主体となって組織する利用促進団体への支援
を通じ、沿線住民の利用や国内外からの誘客を促進すると
ともに、沿線の歴史や文化などの地域資源の効果的な情報
発信等に努める。また、運賃改定に向けた検討を進めてお
り、地域住民をはじめとする利用者への影響を精査しつ
つ、近年の事業費の増大等を考慮した運賃体系の見直しを
行うことで、経営改善を図る。

引き続きバス事業者や市町村に対しバスの運行経費を補助
するとともに、より住民が利用しやすい小回りの効くコ
ミュニティ交通への円滑な移行を促すため、市町村等に対
し、実証運行のほか再編のためのニーズ調査等に要する経
費を支援する。さらに、再構築に係る協議会の開催、専任
職員によるノウハウの提供や交通事業者・自治体間との協
議・調整などにより、路線再編に向けた取組を支援する。

新規顧客やリピーターを獲得するため、年齢・嗜好等の属
性が把握しやすい会員制マーケットでの告知を展開するほ
か、他県乗継先候補地でのＰＲ及び空港相互の連携の模
索、羽田空港でのイベント等を実施する。各事業が散発的
とならないよう、アドバイザーの助言を参考に促進協議会
等関係者と連携して事業を実施する。

高速道路は、日本海沿岸東北自動車道、東北中
央自動車道において未整備区間が生じているほ
か、秋田自動車道においても暫定２車線区間が
残されており、物流や観光周遊の途絶など地域
経済への影響が危惧される。

第三セクター鉄道の鉄道施設は老朽化が著しい
ものの、人件費及び資材価格高騰等の影響によ
る事業費の増大により、必要な改修及び修繕を
制限せざるを得ない状況となっている。さら
に、鉄道沿線地域の人口減少、過疎化、モータ
リゼーションの進行等により、特に定期利用の
落ち込みが顕著となっている。こうした事業費
の増大や利用者の減少等に伴い、鉄道事業者の
経営状況は一層厳しさを増している。

利用者減少に加えて乗務員不足の深刻化に伴
い、バス路線の廃止・縮小が相次いでいる。市
町村では、バス路線の代替として乗合タクシー
やデマンド交通など、地域の実情に応じた効率
的な交通ネットワークの確保に努めているが、
マンパワー不足やノウハウ不足等により、再編
の動きが鈍い地域もある。

大館能代空港の３往復運航を定着させる上で、
搭乗率が落ち込む冬期間の対策や、プロモー
ションのターゲティングが進んでいない。ま
た、利用促進に向けた各関係者の取組が散発的
となっており、連携体制が構築できていない。

秋田空港においても、燃料費高騰等の影響を受
け、羽田便の機材小型化や、搭乗率が低い冬期
丘珠便の期間減便の措置が取られている。

就航地の県外事務所とも連携しながら、冬季観光誘客のた
めのメディアＰＲ及びツアー造成等の取組を実施する。
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■戦略４　未来創造・地域社会戦略

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.43で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

出典：秋田県労働局「新規大学等卒業者の就職内定状況」 指標の配点 3 3 2 1

41.6

達成率 98.5% 91.6% 83.5% 78.5%

実績 42.6 46.7 46.3 44.9 42.6
⑦

【施策の方向性③】
県内大学生等の県内就職率（％）

目標 47.0 49.0 51.0 53.0

86.8%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3 2

達成率 97.7% 92.6% 93.2%

実績 67.7 72.5 73.8 71.3 73.2 69.4

80.0

⑥

【施策の方向性③】
高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 75.5 77.0 78.5

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 112.5% 110.5% 104.5% 100.0%

21 23 25

19 22 25

⑤

【施策の方向性②】
関係人口と連携した地域活動に取り組ん
でいる市町村数（市町村）

目標 16

実績 7 9 18

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 173.3% 266.7% 240.0% 253.3%

実績 - - 26 40 36 38

15 15 15

④

【施策の方向性②】
リモートワーク移住世帯数（世帯）

目標 15

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1 0

達成率 86.7% 87.3% 74.9%

実績 1,058 1,120 1,084 1,135 1,011 915

1,400

65.4%
③

【施策の方向性①】
Ａターン就職者数（人）

目標 1,250 1,300 1,350

出典：県調べ 指標の配点 4 2 3 3

達成率 106.4% 86.2% 93.4% 94.1%

784 934 988

910 1,000 1,050

②

【施策の方向性①】
新規移住定住登録世帯数（世帯）

目標 830

実績 825 645 883

3出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 111.5% 119.1% 104.3% 99.9%

実績 494 576 725 834 782 799

700 750 800

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
移住者数（県関与分）（人）

目標 650

目指す姿１　新たな人の流れの創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

これまで実施してきた「秋田型教育留学推進事
業」のモデル事業により、一部の受入市町で自
走化の目途が立った一方、新たに教育留学を実
施したいと考える他の市町村にとっては、ノウ
ハウ不足や単独実施の難しさがハードルとなっ
ており、全県的な広がりに至っていない。

地域間での事例共有や認識が不足しているた
め、関係人口を受け入れるためのノウハウ蓄積
や、外部人材を活用する仕組みづくりが進んで
いない。

県補助金（リモートワーク支援金制度）の認知
度が十分に上がっていない。

同事業で蓄積したノウハウや成果を「ｅポートフォリオ」
にまとめ、市町村間で共有・発信することで、未実施市町
村のスタートアップを後押しし、全県的な横展開を図る。

関係人口による課題解決や活性化を促すため、事例を掘り
起こし、情報発信を行う。あわせて、市町村や地域団体が
受入プログラムを構築できるよう、専門的なノウハウを共
有する場を設ける。

令和８年度から実施する移住ブーストキャンペーンにおい
て、本県への移住を推進する１つのメニューとして、リ
モートワーク移住支援金制度の周知を図っていく。

ポータルサイト「あきた女性の活躍応援ネット」で公開中
の、大学生の視点による秋田の女性の働き方やライフスタ
イルに関する取材記事をＳＮＳ等で広く展開し、若年層に
向けた秋田での暮らし・働く魅力を発信する。

リフォーム支援制度の利用者アンケートにおい
て周知不足を指摘する声が寄せられており、制
度を必要とするターゲット層へ情報が十分に届
いていない。

本県の社会減は拡大傾向となってきており、特
に、若い世代を中心に、転入者が減少傾向にあ
る。

ウェブサイトやＳＮＳ等を活用した既存の取組を継続し、
関係部局や市町村が展開する、移住・定住施策等と連動し
た複合的なＰＲを実施する。

令和８年度から２年間限定で実施する移住ブーストキャン
ペーンにおいて、秋田暮らしの魅力等の効果的なプロモー
ションや首都圏でのイベントの開催により、移住潜在層の
掘り起こしを図るほか、若者や子育て世代をメインター
ゲットとしたデジタル商品券の交付により移住の決断を後
押しすることで、本県への移住の流れを加速させる。

県内各事業所の魅力に加え、新入社員研修体制や離職状況
等も生徒に伝える機会を設ける。また、卒業予定者に対し
て離職防止セミナー等の定着支援を行うとともに、職場定
着就職支援員や教員による事業所訪問を通じてフォロー
アップを実施し、早期離職の防止を図る。

早い年次から県内企業や秋田暮らしの情報に触れる機会を
提供するため、県内外の大学のキャンパスなども利用しな
がら、先輩社会人から秋田暮らしや社内の雰囲気など気軽
に生の声を聞くことができるカジュアルな交流機会を設
け、県内就職のきっかけづくりを行う。さらに、進学先と
して最も多い首都圏に加え東北圏へのアプローチを強化す
るほか、就職支援に関する協定締結校を拡大し、大学等と
の連携を強化する。

引き続き、高校在学中の生徒に「KocchAke！(こっちゃ
け)」への登録を促し、大学進学後も就職情報や秋田の魅
力をメルマガなどで定期的に発信するとともに、県内企業
に対しても「KocchAke！(こっちゃけ)」への登録と自社で
働く魅力を積極的に発信するよう促す。また、街頭インタ
ビューや旬の情報について、動画を中心にInstagramで発
信することで、学生が秋田を身近に感じるきっかけを作
る。

「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調
査」の結果では、県内定着のために必要な支援
として、男性・女性ともに「魅力的な県内企業
の情報」が上位となっているなど、若年層への
情報発信が不足している。

高校生の県内定着について、本県の令和４年３
月新規高校卒就職者の３年後離職率は33.0％で
あり、県内事業所における若年就職者の約３人
に１人が離職している状況にある。

就活の早期化に加え、働きやすさやキャリアパ
スの明瞭性など、学生が企業に求めるニーズが
変化しており、こうした就活のトレンドに合わ
せた事業展開ができていない。

県民からは「県内にも多様な職場があることを
知らないまま県外の大学に進学してしまう」、
「県内に魅力的な仕事がない」などの意見が寄
せられており、県内企業の情報や秋田で働くこ
との魅力の発信が不足している。

③

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
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総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.83で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

出典：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況」 指標の配点 4 4 4 4

2022
（Ｒ４）

706 751

達成率 103.3% 103.4% 100.9% 100.1%

600 650 700 750

実績 454 518 620 672

指標の配点 2 1 1 1

⑥

【施策の方向性④】
次世代育成支援対策推進法に基づく一般
事業主行動計画策定企業数（従業員数100
人以下の企業）（社）

目標

達成率 86.1% 79.1% 73.2% 72.9%

1.10 1.05

1.39 1.42 1.44

⑤

【施策の方向性①～④】
合計特殊出生率

目標 1.37

実績 1.33 1.24

出典：厚生労働省「人口動態統計」

1.18 1.04

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 138.9% 113.6% 100.0% 100.0%

実績 - 6 25 25 25 25

22 25 25

④

【施策の方向性③】
妊娠期から出産後の育児まで切れ目のな
い支援を提供している市町村数（市町
村）

目標 18

出典：県調べ 指標の配点 4 2 0 0

達成率 113.6% 82.8% 57.8%

実績 - - 284 236 185 149

355

42.0%
③

【施策の方向性③】
不妊専門相談センターへの相談件数
（件）

目標 250 285 320

出典：県調べ 指標の配点 2 0 0 0

達成率 86.7% 46.3% 50.6% 48.0%

74 91 96

160 180 200

②

【施策の方向性②】
あきた結婚支援センターへの成婚報告者
数（人）

目標 150

実績 162 103 130

2出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 124.0% 103.0% 118.9% 84.3%

実績 - - 62.0 54.6 66.6 50.6

53.0 56.0 60.0

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
いずれは秋田で結婚や出産・子育てをし
たいと考えている高校生の割合（％）

目標 50.0

目指す姿２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
婚姻件数（件）

実績 3,161 2,686 (2,447) (2,302) (2,247) -

出典：厚生労働省「人口動態統計」

②
20歳代の婚姻率

実績

（男性）
3.43

（女性）
4.88

（男性）
3.26

（女性）
4.48

（男性）
（2.75）
（女性）
（3.64）

（男性）
(2.55)

（女性）
(3.39)

（男性）
(2.43)

（女性）
(3.34)

（男性）-
（女性）-

出典：県調べ

③
30歳代の婚姻率

実績

（男性）
2.26

（女性）
2.12

（男性）
1.88

（女性）
1.76

（男性）
（1.43）
（女性）
（1.42）

（男性）
(1.52)

（女性）
(1.52)

（男性）
(1.48)

（女性）
(1.44)

（男性）-
（女性）-

出典：県調べ

④
出生数（人）

実績 4,696 4,499 (3,992) (3,611) (3,282) -

出典：厚生労働省「人口動態統計」
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

周産期母子医療センター等の運営や設備整備に対する助成
を行うとともに、産科医療従事者の技能維持を図るため、
周産期死亡に関する調査・研究や研修会等を引き続き実施
する。併せて、令和８年度の「医療保健福祉計画」中間見
直しの中で、今後の周産期医療提供体制のあり方について
協議・検討を進める。

不妊専門相談センターの利点について改めて広く周知する
ほか、遠方の相談者に配慮したオンライン相談の導入を検
討するなど、利用者の利便性を高めることで、相談件数の
増加につなげていく。

あきた結婚支援センターの広報機能を強化するためのウェ
ブサイトのリニューアルや愛称変更等により、新規入会登
録者の掘り起こしを進める。また、独身男女が気軽に参加
できる出会いイベントの量・質的改善を進める取組とし
て、民間企業等による婚活イベント等を充実させるための
費用を助成するほか、結婚を希望する若者等が気軽に参加
できる交流会や、婚活に必要なノウハウを学び、実践する
機会等の提供により、婚姻件数の減少及び婚姻率の低下を
抑制する。

小中高生、大学生及び若年社会人がライフプランを意識で
きるよう副読本の配布や講座の開催、動画の配信等を実施
する。また、県民が結婚・出産・子育てに対して前向きな
意識を持てるよう、行政や企業、地域等が実施する支援の
取組について、ＳＮＳ等を活用したターゲット層への効果
的な情報発信を行う。さらに、新たに結婚関連事業者のノ
ウハウを活用するための意見交換を行うなど、官民が連携
して婚活や結婚を応援する気運の醸成を図っていく。

分娩件数の減少や物価高騰により、分娩取扱施
設の経営が悪化するとともに、症例数の減少に
よって、産科医療従事者の技能維持が困難とな
る懸念がある。

保険適用など不妊治療を取り巻く環境が変化す
る中、不妊専門相談センターは専門家（医師、
看護師、助産師、臨床心理士）による相談体制
を整え、相談者に寄り添いながら正しい情報を
提供しているものの、その利点が十分に県民に
伝わっていない。

結婚に対する価値観やライフスタイルの多様化
などを背景とする未婚化の影響により、婚姻件
数は減少し、婚姻率は低下傾向にある。

多くの若い世代が、いずれは結婚したいと考え
ているものの、結婚の希望をかなえるための行
動変容につながっていない。

男性の家事・育児参画を促進するため、企業や県民に向け
た「あきた♡とも家事」の普及啓発の強化を図るととも
に、効率的な家事の手法や育児に係る情報発信を引き続き
行う。

子どもの医療費助成を継続実施するとともに、全国の動向
などを参考にしながら、制度のあり方について研究を進め
る。あわせて、全国知事会等を通じて、国に子どもの医療
に関わる全国一律の制度を創設することを引き続き求めて
いく。

利用件数の推移やニーズを的確に捉え、要件緩和など実態
に即した制度見直しを柔軟に行う。

令和８年４月設置の保育士・保育所支援センターを拠点と
して、地域の実情に応じた多様な保育ニーズに対応できる
保育人材の確保や保育士の就労環境の改善等を進めるほ
か、保育士修学資金の貸付や保育補助者等の配置、子育て
支援員の育成・活用などを引き続き行っていく。

男性の家事・育児への参画時間が、女性に比べ
て依然として少ない。

子どもの医療費助成について、独自事業により
自治体間で取扱いが異なるほか、自己負担の撤
廃（完全無償化）に向けた声がある。

リフォーム支援制度について、子育て世帯タイ
プの利用実績が落ち込んできている。

保育現場からは、保育人材の確保や保育士に係
る業務多忙化の解消を望む声が多くある。

③

④

①

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

②

③
「若者の居場所」と「サポステ」の連携を強化するととも
に、支援を必要とする若者が居場所の存在を知り、気軽に
アクセスできるよう周知に努める。

若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性化に向
けた取組を促進するため、先行して活動している若い世代
との交流や相談ができる機会を設け、斬新なアイデアを持
つ若者の挑戦を支援する。

県内企業の女性活躍の取組を推進するため、経営者層と女
性従業員を対象とした研修会を開催するほか、男性の育休
取得を推進するためのセミナーの実施や女性に偏りがちな
家事時間の削減を目指す「あきた♡とも家事」の普及啓発
の強化により、女性活躍推進企業の拡大と気運の醸成を図
る。

課題 今後の対応方針

①

女性や若年者の県内定着を促進するため、市町村や企業の
実態把握を行うとともに、外部有識者等と連携し、誰もが
活躍できる環境づくりや企業における各種制度の導入・定
着に向けた支援を行うことで、依然として存在する性別役
割分担意識等の解消を図る。

県民意識調査では、「男は仕事、女は家庭」と
いう考え方に反対する人の割合が増加してきて
おり、固定的な性別役割分担意識は、徐々に解
消されてきているが、いまだ性差による偏見や
格差が存在している。

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は4.00で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性

指標の配点 2 2 2 4

達成率 80.0% 80.0% 80.0% 100.0%

実績 4 4

4

5 5 5

5
⑤

【施策の方向性③】
若者による秋田の活性化や地域貢献に資
する取組件数（件）

目標 5

- 1 4

出典：県調べ

出典：県「労働条件等実態調査」 指標の配点 4 4 4

達成率 137.7% 232.9% 223.3%

48.2実績 8.8 10.7 17.9 32.6 33.5

16.0

301.3%
④

【施策の方向性②】
民間事業所における男性の育児休業取得
率（％）

目標 13.0 14.0 15.0

4出典：県「労働条件等実態調査」 指標の配点 4 4 4

達成率 102.9% 105.7% 105.0%

実績 18.6 19.3 21.1 22.2 23.1 23.1

100.4%
③

【施策の方向性②】
民間事業所の管理職（課長相当職以上）
に占める女性の割合（％）

目標 20.5 23.021.0 22.0

出典：厚生労働省「都道府県別女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況」 指標の配点 4 4 4 4

115.6%達成率 106.9% 116.5% 122.0%

466 549 578

400 450 500

②

【施策の方向性②】
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動
計画策定企業数（従業員数100人以下の企
業）（社）

目標 350

実績 172 241 374

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 4 4 4 4

達成率 103.8% 106.2% 104.3%

実績 60.3 63.0 67.5 70.1 69.9 70.6

103.8%

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

支援を必要とする若者のうち、県内各地に設置
されている「若者の居場所」や「サポステ」を
利用したことがない者が相当数存在する。

地域活性化を担う若い世代のロールモデルとな
る存在が不足しており、若い世代による主体的
な取組が進んでいない。

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数は増加しており、企業の女性活躍の取
組は広がっているが、女性管理職割合は伸び悩
んでいる。

【施策の方向性①】
「男は仕事、女は家庭」という考え方に
反対する人の割合（％）

目標 68.067.0

目指す姿３　女性・若者が活躍できる社会の実現

①

65.0 66.0
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

立地適正化計画策定・変更に取り組む美郷町等の６市町と
連携し、多様な主体がまちづくりに参画できるよう、講習
会を開催するとともに市町職員の情報交換の場を提供す
る。また、取組が進んでいない市町に対しては、立地適正
化計画の策定を働きかけるとともに、必要な支援を行って
いく。

まちづくりに向けた多様な関係者による活発な
議論の場は増えつつあるが、立地適正化計画策
定の取組が進んでいない市町もある。

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

多様性に満ちた社会づくり有識者会議の開催や学校への講
師派遣のほか、ＳＤＧｓの優れた取組の紹介・周知によ
り、県民の理解促進を図り、実践へとつなげる。

多様性に満ちた社会づくりの基本理念の理解促
進を図るため、メッセージ動画等を活用した広
報やＳＤＧｓの普及啓発を展開しているが、差
別等を感じる人の割合は減少傾向に至っていな
い。

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.25で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

80.0%

出典：県調べ 指標の配点 1 1 2 2

達成率 75.0% 77.8% 88.9%

9 9 10

実績 5 5 6 7 8 8
④

【施策の方向性④】
立地適正化計画を策定した市町村数（累
積）（市町村）

目標 8

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 4 4 2 2

達成率 103.4% 104.0% 89.2%

実績 57.6 57.3 60.0 62.4 55.3 56.3

64.0

88.0%
③

【施策の方向性③】
社会活動・地域活動に参加した人の割合
（％）

目標 58.0 60.0 62.0

出典：県調べ 指標の配点 4 4 0 4

達成率 133.3% 133.3% 33.3% 133.3%

4 1 4

3 3 3

②

【施策の方向性②】
地域運営組織の形成数（件）

目標 3

実績 - - 4

1出典：県「県民意識調査」 指標の配点 0 2 1

達成率 57.5% 80.3% 71.1% 78.6%

実績 - 32.6 45.6 37.7 39.3 35.8

31.5 30.5 29.5

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
差別等を感じた人の割合（％）

目標 32.0

目指す姿４　変革する時代に対応した地域社会の構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

市民活動サポートセンターにおいて市民活動に関する各種
相談対応を行うとともに、ＮＰＯや企業等、複数団体の協
働による地域の課題解決や魅力発信に向けた取組を支援す
る。また、活動を資金面で支援する市民ファンド「あきた
スギッチファンド」と連携した取組を支援する。

県全体においてＲＭＯの形成を促進するため、県と市町村
との間で情報やノウハウの共有を進めるほか、住民の合意
形成等をサポートする人材の確保・育成を進めていく。

地域課題が多様化・複雑化する中、協働を支え
るＮＰＯ等の団体には新たな役割が求められて
いるが、担い手の高齢化や資金難などにより活
動基盤は脆弱となっている。

人口減少下において地域コミュニティの維持・
再生を図るため、ＲＭＯの形成を促進している
が、市町村の間で必要性の認識や取組状況に差
が生じており、県全体への波及につながってい
ない。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

②

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は4.00で「ａ相当」。
　施策の成果など総合的な観点から評価した結果、総合評価は「ｄ」とする。

評価理由

②

【施策の方向性②】
廃棄物の最終処分量（公共関与分）（千
ｔ）

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

指標の配点 3 3 4 4

総合評価

達成率 92.3% 94.4% 102.3% 101.1%

(95) 86

90 88 8791

実績 93 94

目標

出典：県調べ

98

ｎ

86

2 1

達成率 75.0%

実績 66.7 79.3 75.0 84.0 75.0 R8.8月判明予定

100.0 100.0 100.0

84.0% 75.0%
①

【施策の方向性①】
温室効果ガス排出抑制計画書の目標を達
成している事業者の割合（％）

目標 100.0

出典：県調べ 指標の配点 1

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

-

目指す姿５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成

2025
（Ｒ７）

2024
（Ｒ６）

外食産業等事業者が実施する食品廃棄物の再資源化実証試
験に係る伴走支援を行うほか、市町村に対してプラスチッ
クごみの再商品化を働きかけるなど、ごみの減量化や再資
源化に向けた取組を推進していく。また、新聞等を通じて
３Ｒの取組について啓発活動を行い、県民意識の醸成を図
る。

2025
（Ｒ７）

－ － －

海岸漂着物の回収処理を継続するとともに、海岸漂着物の
うちプラスチック等の人工物の発生抑制を図るため、イベ
ントの開催や啓発動画の拡散等の活動に取り組んでいく。

セミナー等を通じて市町村職員の地域脱炭素の意識醸成と
ノウハウの底上げを図るとともに、市町村の実情に応じた
独自の取組の伴走支援を行い、好事例の横展開や地域特性
に応じた再エネ導入等を通じて、全県的な脱炭素の取組を
推進する。

金融機関、地域経済団体、支援機関等が連携して、企業に
対し脱炭素経営に関する理解促進と支援を進める体制を構
築するとともに、先行する企業や学生などとの交流をとお
した人材育成を進める。

多くのごみが海岸に漂着しており、その回収処
理が海岸管理者である県や地元の市町の大きな
負担となっている。

県民１人１日当たりのごみ排出量や食品ロス量
が全国平均を上回っている状況にある。

脱炭素の取組は全県的に取り組んでいく必要が
あるが、地域の自然や社会構造などの条件が異
なるほか、市町村の実施体制、人材及びノウハ
ウの不足により、市町村の脱炭素による地域づ
くりの取組には温度差がある。

企業は、国のＧＸ推進や世界の動向に合わせて
脱炭素化に取り組む必要があるが、現状・課題
の把握が不十分であるほか、取組を進めるため
のノウハウ・人材が不足している。

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

出典：県調べ

①
県内の温室効果ガス排出量（千ｔ-CO2）

実績 9,510 (9,108) (9,116)
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○
②

①

課題 今後の対応方針

リアクション機能による利活用の可視化推進と活用事例公
開により、データ提供側のモチベーション向上につなげる
ことで公開データの拡充を図る。

オンライン申請利用率の向上に向けて、事業者には原則と
してオンラインで申請するよう働きかけを行うとともに、
県民への周知等に取り組む。

オープンデータの拡充は職員の負荷増と比例す
る部分もあるため、データ公開数の伸びが鈍化
してきている。

オンライン申請可能な手続きは９割超とオンラ
イン化は進んでいる一方で、実際の利用率は約
２割に留まっている。

4

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性

31

27

107.4% 106.9% 106.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

③

【施策の方向性②】
生活排水処理施設を廃止し流域下水道に
接続する処理区数（累積）（処理区）

目標

実績 11 16 24

出典：県調べ 指標の配点 4

29 2922

達成率 109.1%

29 31

4 4 4

達成率 149.6% 148.7% 137.7% 126.5%

実績 61 87 187 223 241 253

150 175 200

②

【施策の方向性①】
オープンデータ化した県有データ数（累
積）（件）

目標 125

出典：県調べ 指標の配点 4 3 2 3

達成率 100.6% 97.6% 89.9%

実績 - - 70.4 78.1 80.9 94.9

94.9%

80.0 90.0 100.0

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
行政手続の電子化率（％）

目標 70.0

目指す姿６　行政サービスの向上

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

県と市町村で構成される生活排水処理事業連絡会を活用
し、更なる包括委託の導入や汚泥処理の広域化・共同化、
災害対応力の強化、ＤＸの可能性等を検討し、県全体の生
産性向上（効率化）の推進を図る。

秋田県・市町村協働政策会議、アンケートや市町村訪問等
を通じて、協働・連携による取組の掘り起こしを行うとと
もに、国の地方制度調査会の動向等を踏まえ、行政サービ
スを効果的・効率的に提供できるよう検討していく。

県内における生産年齢人口の著しい減少に伴
い、生活排水処理事業の運営において、自治
体・民間ともに担当職員の担い手不足が懸念さ
れる。また、近年、施設の老朽化による破損や
災害発生に対し、担当職員の緊急対応が増加し
ているものの、限られた人員での対応を余儀な
くされており、マンパワーが不足している。

市町村職員数の減少等により、行政コスト削減
に不可欠な県と市町村、市町村間の協働・連携
に係る新たな取組の創出が難しくなってきてい
る。
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■戦略５　健康・医療・福祉戦略

86.6% 86.5% 88.4%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 3 2 2 2

62.0 63.0

実績 57.0 53.5 58.5 52.8 53.6 55.7

61.0

⑨

【施策の方向性①、④】
仕事や社会活動等を行った高齢者の割合
（％）

目標 60.0

達成率 97.5%

12.6%～29.8% 12.4%～30.0% 11.8%～31.4%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0 0

50.0 50.0 50.0

実績 8.4～17.4 4.3～15.2 6.7～13.9 6.3～14.9 6.2～15.0 5.9～15.7
⑧

【施策の方向性③】
がん検診（胃・大腸・肺・子宮頸・乳）
の受診率（％）

目標 50.0

達成率 13.4～27.8

81.3% 83.4%

57.5

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2 2

56.9 58.4

70.0 70.0 70.0

達成率 80.3% 82.1%

56.2
⑦

【施策の方向性③】
特定健康診査の実施率（％）

目標 70.0

実績 51.7 49.1

出典：文部科学省「学校保健統計調査」 指標の配点 1 4 1 4

0.4

達成率 75.0% 100.0% 75.0% 100.0%

実績 0.7 0.6 0.5 0.4 0.5

4

⑥

【施策の方向性②】
12歳児における１人平均う蝕数（本）

目標 0.4 0.4 0.4 0.4

35.0% 55.6% 138.9% 103.9%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 4

180

達成率

180

実績 164 168 63 100 250

180 180

187

達成率

⑤

【施策の方向性②】
受動喫煙防止宣言施設の新規登録数
（件）

目標

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

198.6% 226.3% 218.9% 224.0%

80 90 100

181 197 224
④

【施策の方向性①、②】
秋田県版健康経営優良法人の認定数（法
人）

目標 70

実績 32 54 139

86.3% 84.8% 85.5%

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 指標の配点 2 2 2 2

1.83 1.78 1.73

実績 2.01 2.09 2.10 (2.08) 2.05 1.98
③

【施策の方向性①～④】
要介護２以上の者（65歳以上75歳未満）
が被保険者に占める割合（％）

目標 1.88

達成率 88.3%

- - -

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の配点 3 - - ｎ

R9判明予定

- - 78.75

実績 76.00 - (75.67) - -
②

【施策の方向性①～④】
健康寿命（女性）（年）

目標 77.38

達成率 97.8%

-

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の配点 3 - - ｎ

達成率 98.0% - -

実績 72.61 - (72.43) - - R9判明予定
①

【施策の方向性①～④】
健康寿命（男性）（年）

目標 73.91 - - 75.21

目指す姿１　健康寿命日本一の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

(30.2)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対） 実績 35.0 34.7 (33.0) (32.9) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

③

④

①

②

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.57で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

健康づくりに関するアイデアを募集し発表して
もらう「子ども健康会議」を開催しているもの
の、参加者が一部の層にとどまっており、県民
全体へのヘルスリテラシーの浸透につながって
いない。

県民が年齢や性別、関心の有無に関わらず、フレイル予防
に取り組めるよう、活動を担う健康づくり地域マスター
や、市町村職員等の人材を育成し、担い手不足及び地域間
の取組格差の解消と普及啓発を図る。また、目標の達成に
は至らなかったものの、４年間を通じて要介護２以上の者
（65歳以上75歳未満）が被保険者に占める割合は減少傾向
にあり、今後とも介護予防や高齢者の社会参加を推進し、
更なる減少につなげていく。

健（検）診予約システムの未導入市町村に対してシステム
の導入を働きかけるなど、健（検）診を受診しやすい環境
整備を進めるとともに、プッシュ型の普及啓発を通じて、
健（検）診の受診促進を図る。

健康情報の発信に加え、知らず知らずのうちに健康的な行
動を選択できる仕組みづくりに向けて、産官学民が連携し
た会議体を設置する。この枠組みを通して、健康づくりを
促す社会環境の整備や無関心層も含めた県民の行動変容を
促す施策を具体化し、実施していく。

ＳＮＳを活用したプロモーションの強化により参加者を拡
大するとともに、事前学習やフォローアップを充実させ伴
走型で実施することで、子どもたちの主体的な取組を促進
する。あわせて、親子で健康について考える機会を提供す
ることで、子どもから大人まで、県民全体へのヘルスリテ
ラシーの浸透を図る。

フレイル予防の啓発を担う人材が不足している
ほか、地域によって活動に隔たりがある。ま
た、指標として設定している「要介護２以上の
者（65歳以上75歳未満）が被保険者に占める割
合」が４年間で目標に届かなかった。

特定健康診査の実施率が全国平均を下回ってい
るほか、がん検診受診率（胃・大腸・肺・子宮
頸・乳）は、いずれも目標である60％に達して
いない。

野菜摂取目標量や食塩摂取等の健康情報を発信
しているが、行動変容にまでつながっていない
ほか、無関心層へのアプローチができていな
い。
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　成果指標の達成率を基にした定量的評価は0.75で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

④

【施策の方向性④】
急性期診療ネットワークへの参加医療機
関数（病院）

22

実績

0

達成率

9

13 17

40.9%

出典：県調べ 指標の配点 2

69.2% 52.9%

0 0

88.9%

- - 8 9 9

達成率

目標 9

71.5%

出典：県調べ 指標の配点 1 1 0 1

73.5% 68.5%

200

70.5%

141

200200 200

実績 222 141 143 147 137

達成率

③

【施策の方向性③】
緩和ケア研修会の修了者数（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点 1 1 1 0

79.6% 74.6% 72.1% 57.6%

2,267 2,405 2,544

1,691 1,734 1,466
②

【施策の方向性②】
回復期機能病床数（床）

目標 2,129

実績 1,452 1,527 1,694

96.4% 94.7% 88.1%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3 2

1,560 1,585 1,610

実績 1,495 1,518 1,505 1,504 1,501 1,418
①

【施策の方向性①】
病院の常勤医師数（人）

目標 1,535

達成率 98.0%

目指す姿２　安心で質の高い医療の提供

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

2025
（Ｒ７）

(77.3) 

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対） 実績 35.0 34.7 (33.0)

①

がんによる人口10万人当たり75歳未満年
齢調整死亡率（人口10万対） 実績 82.0 76.8 (73.4) (76.2) －

出典：国立がん研究センター調べ

総合評価 評価理由

ｅ

② (32.9) (30.2) －

出典：厚生労働省「人口動態統計」
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

本県は広大な面積、専門医不足、地域偏在格差
等により、急性期疾患発症後の速やかな専門治
療を行う体制に課題を抱えているため、専門医
のいない病院から診断画像を他院の専門医に送
り、処置や店員の判断について助言が得られる
「遠隔画像連携システム」の普及を進めている
が、計画どおり進んでいない。

⑤

「秋田県新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、
秋田大学「感染制御総合センター」と連携しながら、訓練
や研修による人材育成など、平時における感染症対策を推
進する。また、有事に備え、計画的に感染症対策物資を備
蓄する。

新型コロナウイルス感染症の５類移行から時間
が経ち、世間の危機感が薄れる中で、次のパン
デミック（世界的大流行）が発生した際に、迅
速に医療提供体制が整わなかったり、感染症対
策物資が不足したりする懸念がある。

③

本県のがん粗死亡率及び75歳未満年齢調整死亡
率は依然として高い状況が続いている。また、
がん診療連携拠点病院等におけるゲノム医療及
び緩和ケアについては従事する専門職の人材育
成を進めているものの、指定要件を満たす体制
の維持や診療体制の整備に苦慮する状況が続い
ている。

新たに子育てや働き盛り世代に対してＳＮＳを活用した
プッシュ型の情報発信を行うことにより、幅広い層に対し
てがんの正しい知識の普及啓発や生活習慣の改善を促し、
死亡率減少へつなげていく。また、令和８年度は第４期秋
田県がん対策推進計画の中間年度であることから、中間評
価を行った上で課題を把握し、必要に応じて計画の見直し
を行っていく。

循環器病対策について、メタボリックシンド
ローム等の生活習慣病のリスク因子に関する状
況が悪化傾向にあるほか、心疾患への医療提供
体制に地域により偏りがある。

引き続き医師会等と連携し、病気の早期発見につながる健
診の受診勧奨を行うほか、セミナー開催等により正しい知
識の普及啓発を行う。また、秋田大学の協力の下、心疾患
を含む循環器病の予防や再発防止等に重要な役割を果たす
専門人材（専門医や指導士等）の育成を強化していく。

④

地域救命救急センターが未整備となっているエ
リアがあるなど、医療資源の地域偏在がある。

分娩件数の減少や物価高騰により、分娩取扱施
設の経営が悪化するとともに、症例数の減少に
よって、産科医療従事者の技能維持が困難とな
る懸念がある。

普及が進まない原因として、どの病院のどのドクターに送
るべきかが明確になっていない、システムの有効性が広
まっていない等が明らかになっているため、秋田大学を事
務局とする協議会を中心に、ドクター同士の関係づくりや
活用事例の共有による有効性の訴求等により普及を進めて
いく。

周産期母子医療センター等の運営や設備整備に対する助成
を行うとともに、産科医療従事者の技能維持を図るため、
周産期死亡に関する調査・研究や研修会等を引き続き実施
する。併せて、令和８年度の「医療保健福祉計画」中間見
直しの中で、今後の周産期医療提供体制のあり方について
協議・検討を進める。

②

人口減少と高齢化の進行による患者の減少、医
療ニーズの変化、医師の働き方改革の導入、医
師等の不足・偏在が進行する中で、従来のまま
では、地域の医療提供体制の維持が困難になっ
ている。

令和８年度以降策定する新たな地域医療構想において、
2040年を見据え、急性期医療を中心として、３構想区域お
よび６地域ごとの役割分担の明確化を図るほか、地域医療
連携推進法人の設立等への支援により、医療機関の機能分
化･連携を促進する。

広大な県土を有し、少子高齢化が進む本県の中
山間地域や過疎地域においては、在宅医療の体
制が不十分な地域や将来的な存続が危ぶまれて
いる地域があり、地域の患者が安心できる一連
のサービスの総合的な確保が難しい状況となっ
ている。

医療資源が乏しい地域のアクセシビリティ支援として、医
療情報の共有やオンライン診療の普及を図るため、有識者
や医療機関からなる協議会を開催し、医療・介護分野にお
けるデジタル化を推進するほか、秋田県在宅医療推進セン
ター及び訪問看護総合支援センターを活用し、在宅医療提
供体制の充実を図る。

介護施設等医療機関以外での看取りの需要が拡
大している中で、人生の最終段階における医
療・ケアについての医療・介護従事者及び県民
の理解が不十分である。

在宅医療推進センター運営事業で開催する協議会や研修会
を活用し、在宅医療に関わる医療従事者に対して「人生の
最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイ
ドライン」等への理解促進や資質向上を図るほか、関係団
体や医療施設等と連携しながら、県民に対しＡＣＰの普及
啓発を図る。

課題 今後の対応方針

①

修学資金貸与を受けた医師で、地域の医療機関
で働く者は徐々に増えてきているが、未だ医師
少数県にとどまっているほか、秋田市以外で医
師が不足している。

修学資金の貸与を通じて医師確保に努めるとともに、国に
対して「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケー
ジ」の着実な推進を求めていく。また、令和８年度に見直
しする次期・秋田県医師確保計画に基づく施策により、秋
田大学等の関係機関と連携しながら更なる医師確保や地域
偏在の解消等を目指す。

看護職員については、絶対数が不足しているほ
か、今後は介護保険施設等の需要増加が見込ま
れる。

修学資金についてきめ細かい周知に取り組むとともに、貸
与枠の拡大を検討する。また、県内就職率が高い看護師養
成所への運営補助や、就学前の児童から看護学生まで幅広
い年齢層に対する県内で看護職員として就労する魅力の発
信により、新規就業者の確保に努める。加えて、ナースセ
ンターによる再就業促進の施策を推進する。

令和６年度から医師の時間外・休日労働時間の
上限規制が適用されたものの、依然として客観
的な労働時間の把握や、実効性のある労働時間
短縮の取組に課題を抱える医療機関がある。

各医療機関が医師労働時間短縮計画や勤務環境改善計画に
基づく取組を確実に進められるよう、県医療勤務環境改善
支援センターの専門アドバイザーを活用し、各病院の実情
に応じた伴走型の支援を推進する。併せて、勤務医の労働
環境の改善に向けた総合的な支援や、医師派遣の円滑な実
施に向けた派遣元・派遣先医療機関双方への支援を通じ
て、医師の働き方改革を推進する。

施策の
方向性

既存の救命救急センター等の運営に対する助成を行うとと
もに、地域救命救急センターの未整備エリアにおいて、主
に急性期医療を担う医療機関との協議を進め、役割分担の
再構築を図る。
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総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

85.7% 95.7% 92.0%

出典：県調べ 指標の配点 1 2 3 3

21 23 25

実績 - 15 13 18 22 23
⑥

【施策の方向性⑥】
障害者サポーター養成講座の講師を配置
している市町村数（市町村）

目標 18

達成率 72.2%

46.7% 64.0%

5

出典：県「認知症施策実施状況調査」 指標の配点 0 0 0 0

7 16

12 15 25

達成率 44.4% 41.7%

4
⑤

【施策の方向性⑤】
「チームオレンジ」を設置している市町
村数（市町村）

目標 9

実績 - 1

100.0% 80.8% -

出典：県調べ 指標の配点 3 4 2 ｎ

6.6 7.3 8.0

実績 4.2 5.6 (5.6) (6.6) (5.9) R8.9月判明予定

④

【施策の方向性④】
「通いの場」への参加率（％）

目標 5.9

達成率 94.9%

100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

25

20 22 25

実績 13 13 19 20 22
③

【施策の方向性③】
医療・介護関係者の情報共有に取り組ん
でいる市町村数（市町村）

目標 18

達成率 105.6%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3 3

13,529

達成率 99.3% 99.1% 98.5% 99.1%

実績 13,181 13,239 13,438 13,470 13,421

0

②

【施策の方向性②】
介護保険施設の入所定員数（人）

目標 13,528 13,597 13,626 13,655

60.0% 80.0% 100.0%

2

10

40.0%

実績 10 4 8 10 4

達成率

10 10

①

【施策の方向性①】
介護サービス事業所認証評価制度による
新規認証事業者数（事業者）

目標 10

4

6

出典：県調べ 指標の配点 0

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

2023
（Ｒ５）

(21,835)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
介護施設等の介護職員数（人）

実績 22,602 23,283 (22,878) (22,672) －
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

⑤

⑥

③

④

①

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

市町村や地域包括支援センター職員、介護支援専門員等を
対象とした地域ケア会議実践研修や、市町村の自立支援型
地域ケア会議へのアドバイザー派遣、地域リハビリテー
ション支援体制の充実等により、市町村支援に取り組む。
また、通いの場や地域支え合い事業等の地域資源開発を行
う「生活支援コーディネーター」を対象とした研修や交流
会の開催等に継続して取り組むほか、通いの場への参加率
の向上を図るため、ｅスポーツ導入モデルの構築などを通
じて参加しやすい環境づくりを行っていく。

介護職員数は、令和２年度をピークに、令和６年まで緩や
かな減少で推移している。引き続き、先進事例の情報提供
や、多職種連携等に係る研修会の開催、広域連携等に係る
調整、医療従事者との関係づくりなどの市町村支援を行っ
ていくほか、テクノロジーを活用した課題解決に取り組
み、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・促
進を図っていく。

４年間を通じた支援は４件となった。今後も被災した施設
等に対しては、介護サービス提供体制を適切に確保する観
点から、国との協議を速やかに行い、必要な支援を行って
いく。

指標として設定している「介護サービス事業所認証評価制
度による新規認証事業者数」について、４年間を通算した
目標への到達はできなかったが、令和７年度に創設した上
位のプラチナ認証を含めた周知・ＰＲを行い、広く認知度
を高めるとともに、取得の働きかけを積極的に行うことで
認証取得事業者を増やし、介護職員の働きやすい職場づく
りや処遇改善を図る。併せて、若者や中高年、外国人を含
む多様な人材の新規参入の促進、各層に対応した研修の充
実による資質の向上、介護テクノロジーの導入による労働
環境の改善・業務の効率化など、総合的な確保対策を推進
する。

高齢者の地域での生活を多職種が連携して支え
る「自立支援型地域ケア会議」が全県に普及し
つつあるものの、地域によって実施状況にばら
つきが生じている。また、介護予防の推進を図
るうえで、高齢者の「通いの場」への参加率が
伸び悩んでいる。

生産年齢人口の減少が顕著となり、2040年頃に
高齢者人口と生産年齢人口の割合が同程度とな
ることが見込まれ、医療・介護・福祉等専門職
の確保が困難になることが懸念される。

夏季の大雨や冬季の大雪など、災害が激甚化し
ており、今後も県内の介護施設が被災する恐れ
がある。

生産年齢人口の減少等により、介護職員が今後
も不足することが見込まれている。

講師未配置の市町を解消するため、引き続きオンラインや
オンデマンド形式など、受講しやすい形で障害者サポー
ター養成講座講師育成研修を実施していく。また、障害者
サポーター制度を周知するためのグッズを製作、市町村に
配布することによって、市町村による障害者サポーター養
成を後押ししていく。

４年間で全市町村にチームオレンジを設置するという国の
方針に沿った目標は達成できなかったが、令和７年度に設
置市町村数が大きく伸び、これまでの取組の効果が出てい
る。チームオレンジの立ち上げ等を担うオレンジコーディ
ネーター研修等で設置の意義やノウハウを引き続き提供
し、全市町村への設置を目指していく。また、令和７年度
から実施した、未設置市町村を対象とする県内チームオレ
ンジの見学会を継続し、粘り強く取組の横展開を図ってい
く。

障害者サポーターが未配置の市町村があるた
め、県では令和２年度から障害者サポーター養
成講座の講師育成研修を開催するなどして、間
接的に障害者サポーターの養成に努めてきた
が、25市町村のうち２市町が研修に参加してお
らず、講師が配置されていない。

国は、令和７年までに全ての市町村でチームオ
レンジを立ち上げることを目標としていたが、
令和７年度末で16市町村24チームとなってい
る。
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総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

194.0% 70.0% 106.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 1 4

50 50 50

実績 58 - 59 97 35 53
⑦

【施策の方向性⑥】
依存症相談対応研修の受講者数（人）

目標 50

達成率 118.0%

出典：県調べ 指標の配点 2 1 2 2

実績 150 (県のみ) 543 566 497

80.3%達成率

650

636 642

800

87.1% 71.0% 84.8%

達成率

700 750

⑥

【施策の方向性⑤】
県・市町村へのひきこもり相談実人数
（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0 0

29.2% 26.9% 26.2%

13.0 13.0 13.0

3.5 3.4 4.2

32.3%
⑤

【施策の方向性④】
自立相談支援に関する１月当たり新規相
談受付件数（件）

目標 13.0

実績 7.8 10.5 3.8

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1 3

23

達成率 83.3% 81.0% 76.0% 92.0%

実績 9 10 15 17 19

2

④

【施策の方向性④】
子どもの貧困対策を実施する民間団体等
がある市町村数（市町村）

目標 18 21 25 25

109.3% 107.2% 95.8% 86.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

21.4

達成率

28.8

実績 13.2 17.6 23.4 25.5 24.9

23.7 26.0

25.0

達成率

③

【施策の方向性③】
里親委託率（％）

目標

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の配点 1 2 2 2

74.4% 89.8% 83.7% 89.3%

17.6 17.2 16.8

19.4 20.0 18.6
②

【施策の方向性②】
自殺による人口10万人当たり死亡率（人
口10万対）

目標 18.0

実績 20.8 18.0 22.6

108.3% 84.6% 73.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2 1

12 13 15

実績 - - 13 13 11 11
①

【施策の方向性①】
地域課題の解決に資する包括的な支援体
制が整備されている市町村数（市町村）

目標 10

達成率 130.0%

目指す姿４　誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

⑥

④

⑤

①

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

里親支援センターによる包括的支援として、引き続き県内
各地での説明会開催や「里親サポート企業」の拡大に取り
組むほか、研修内容の充実や里親家庭訪問によるきめ細か
いフォロー及び里親支援機関等との連携を通じ、登録里親
数の増加を図りながら里親委託を一層推進する。

要保護児童については、家庭に近い環境で養育
できるよう里親等への委託を推進している。里
親委託率（ファミリーホームを含む）は令和６
年度末時点で47都道府県中29位の24.9％となっ
ており、十分とはいえない状況にある。

自殺に至る様々な要因の把握等に向け、民間団体・行政・
報道機関とも課題の共有を図り、関係団体と連携したＳＮ
Ｓ等による相談対応などの支援に取り組む。あわせて、相
談に一歩踏み出すことができない人を相談窓口につなぐ
「ゲートキーパー」の養成を推進するとともに、ＳＯＳの
出し方教育講師養成事業を実施することで、若年層対策を
図る。

令和７年の自殺者数は、昭和22年以降の統計
上、最小になったものの、20歳代から40歳代の
働き盛り世代の自殺者数は増加傾向にある。

全市町村に対しヒアリングを実施して包括的支援体制整備
の意義を説明するとともに、市町村社会福祉協議会も交え
た事例検討会やアドバイザー派遣等による後方支援を実施
する。これにより、市町村と課題を共有しながら、包括的
支援体制が整備されたと判断できる市町村数の増加を図
る。

市町村による包括的支援体制を整備するため令
和３年度に創設された重層的支援体制整備事業
交付金の助成水準が引き下げられている。それ
に伴い、重層事業に対する市町村の取組意欲が
低下するおそれがある。

相談しやすい環境づくりに向け、実態調査の実施などによ
り潜在的な支援ニーズの把握に努めるとともに、セミナー
や相談援助従事者向け研修の開催、ＬＩＮＥ相談窓口の運
営、令和７年度に作成した普及啓発漫画の活用や当事者同
士の対面形式によるトークルームの開催に取り組む。あわ
せて、関係機関との連携を密にしながら地域全体でケア
ラーを支える体制を構築し、必要な支援へとつなげてい
く。

ケアラーに対する県民の理解が十分に浸透して
いるとはいえず、ケアラー本人とその家族が支
援につながっていないおそれがある。

県民公開講座等を通じてひきこもりに関する周知・啓発を
図る。また、市町村職員等を対象とした行政職員向け研修
会を実施し、市町村における支援体制整備の促進を図る。
さらに、ひきこもりのポータルサイトを新設し、全県的な
ひきこもり支援団体の情報共有ネットワークを構築すると
ともに、県内のひきこもり支援関連情報を一元化すること
により、ひきこもり当事者や家族が相談や居場所につなが
りやすい体制を整備する。

民生委員・児童委員を対象に行った実態調査で
は、ひきこもり状態にある者の８割以上が支援
を受けていない可能性があり、全般的に支援が
行き届いていないおそれがある。また、市町村
によって支援件数に大きな差がある。

こどもの貧困解消対策に理解を深めてもらうための市町村
担当者向け研修及び同対策に取り組む民間支援団体の立ち
上げ補助の継続実施のほか、オンラインも活用した学習・
生活支援の導入により、居住地間の支援格差の解消を図
る。また、引き続き支援団体と関係者をつなぐコーディ
ネーターの配置により、「あきた子ども応援ネットワー
ク」の活性化を促進することで、全県域におけるこどもの
貧困解消対策を推進する。

こども食堂の箇所数が全国最下位クラスである
ほか、貧困の連鎖を断ち切るための学習・生活
支援の実施箇所数も伸び悩んでおり、居住地に
よって受けられる支援に差が生じている。
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■戦略６　教育・人づくり戦略

○ ○

○ ○

○ ○

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

「AKITA DXハイスクール・ラボラトリー事業」を実施し、
資格取得の推進や外部専門人材の活用による最先端技術の
習得促進などを通じて、地元産業に貢献できる人材育成を
図る。また、専門高校の教員等を対象とした、最先端技術
等に関する指導力向上研修会の機会を拡充する。

事業推進拠点校１校に、就労支援コーディネーター１名を
配置する。進路指導担当教員との連携により、個々の生徒
の実態やニーズに応じて、週20時間未満の短時間雇用やテ
レワーク等、多様な形態での職場実習を企業に提案・調整
し、マッチングを進めることにより、特別支援学校生の新
たな雇用創出モデルを構築する。

①

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

82.4%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 1 3 2 2

達成率 74.7% 94.3% 89.3%

65.0 65.5 66.0

実績 64.6 - 48.2 61.3 58.5 54.4
③

【施策の方向性①、②】
高校生のインターンシップ参加率（公
立）（％）

目標 64.5

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3 3

達成率 95.8% 94.7% 93.1% 92.8%

実績 86.2 - 81.4 81.4 81.0

86.0 87.0 88.0

81.7
②

【施策の方向性①】
将来の夢や目標を持っている児童生徒の
割合（小６、中３）（％）

目標 85.0

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3 2

86.8%達成率 97.7% 92.6% 93.2%

実績 67.7 72.5 73.8 71.3 73.2
①

【施策の方向性①、②】
高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 75.5 77.0 78.5 80.0

69.4

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿１　秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成

令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画
では、進学者の多い学校においても大学等卒業後のキャリ
ア形成を見据えたインターンシップの意義を周知し、参加
率の更なる向上を図る。併せて、デジタル・インターン
シップへの積極的な参加に向け、関係機関との連携を強化
する。

科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化している。また、指導する教員に必要とさ
れる能力や指導内容も高度化している。

特別支援学校の進路選択において、現行の雇用
形態が実態やニーズに合わず、就職を希望しな
がらも諦めざるを得ないケースが一定数存在す
る。

指標として設定している「高校生のインターン
シップ参加率」は、進学者の多い高校において
大学卒業後のキャリア形成を見据えたインター
ンシップの重要性を十分に浸透させることがで
きず、４年間の目標を達成することができな
かった。
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総合評価 評価理由

ｂ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 3 3 3

70.4

達成率 98.3% 98.7% 94.2% 92.6%

実績 43.0 51.8 62.9 67.1 67.8
⑥

【施策の方向性⑤】
学校運営協議会に地域コーディネーター
等が参画している小・中学校の割合（公
立）（％）

目標 64.0 68.0 72.0 76.0

113.6% 108.1% 106.9%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4 4

75.0 75.7 79.1

66.0 70.0 74.0

⑤

【施策の方向性④】
授業にＩＣＴを活用して指導することが
できる教員の割合（全校種）（％）

目標 62.0

達成率 117.3%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4

実績 63.6 63.2 72.7

4 4 4

100.0%達成率 114.3% 100.0% 111.1%

10実績 5 6 8 8 10

10

④

【施策の方向性③】
就学前教育・保育アドバイザーを配置し
ている市町村数（市町村）

目標 7 8 9

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4 4

106.9%達成率 108.7% 110.6% 107.7%

実績 66.3 72.5 81.5 86.3 87.2

84.0

89.8
③

【施策の方向性②】
特別支援教育に関する研修を受講した高
校教員の割合（％）

目標 75.0 78.0 81.0

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 4 3 3

達成率 99.9% 101.3%

87.8

88.0

99.6% 97.6%

実績 84.1 88.3 86.9 89.1 88.6

89.0 90.0

②

【施策の方向性①】
大学志望達成率（公私立、全日制・定時
制）（％）

目標 87.0

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3 3

実績 - - 85.8

達成率 98.6% 94.2% 97.2% 93.1%

83.886.5

90.0

①

【施策の方向性①】
学んだことを振り返って次の学習につな
げることができる児童生徒の割合（小
６、中３）（％）

目標 87.0

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

82.9

88.0 89.0

目指す姿２　確かな学力の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

(65.0) (61.0) 

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

地域と連携して防災訓練等を実施した学
校の割合（公立、幼・小・中・高・特別
支援）（％） 実績 55.0 47.0 62.0 －

出典：県教育庁「秋田県学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査」
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

①
指標として設定している「学んだことを振り
返って次の学習につなげることができる児童生
徒の割合」は、４年間を通して全国平均を上
回っているものの、本プランで設定した目標値
を達成することはできなかった。

令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画
で示しているとおり、新たな時代に対応した「秋田の探究
型授業」を推進することで、学んだことを振り返って次の
学習につなげることができる児童生徒の割合を高水準で維
持していく。

⑤ 指標である「学校運営協議会に地域コーディ
ネーター等が参画している小・中学校の割合」
は、令和元年度時点で５割を下回っていたもの
が、令和７年度の実績値では70％台まで向上
し、体制が定着しつつある一方で、最終的な目
標値である76％を達成することはできなかっ
た。

目指すべき体制には近づいているが、形骸化防止・新たな
人材の育成・好事例提供による横展開等を更に徹底するた
め、令和８年度からの秋田県総合計画では「地域学校協働
本部に教育委員会が委嘱した推進員を配置している割合」
を指標とした。地域コーディネーターから法的根拠のある
地域学校協働活動推進員へ、学校支援地域本部から地域学
校協働本部への転換を、地教委訪問や研修会等の場で呼び
かけていく。

④

②

③

デジタル探究コース設置校の成果を基に、好事例等の優れ
た成果を共有するなど、ＩＣＴ活用指導力向上のための研
修会を実施するとともに、校長会等をはじめとした各種協
議会等において、ＩＣＴを活用した授業改善に向けた組織
的な取組を促していく。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

統合型校務支援システムの共同利用を推進するため、ＩＣ
Ｔを活用した授業力向上事業モデル校における好事例の横
展開を図るとともに、システムの活用研修に取り組む。

統合型校務支援システムの円滑な運用に向けて
の支援や、システムの効果的な活用に向けた支
援体制が不足している。

アドバイザーを配置する12市村の取組や優良事例等の情報
を11月に開催の「育ちと学び推進協議会」において発信す
るとともに、配置市村の協力を得ながら未配置市町村との
連携を促進し、広域での幼児教育推進体制の構築を図る。

就学前教育・保育アドバイザー等の配置の必要
性については理解しているものの、配置に消極
的な市町村もある。また、就学前教育・保育ア
ドバイザー等が未配置の市町村においては、幼
児教育推進体制整備が不十分である。

通常の学級における特別支援教育の充実を図るため、「令
和８年度学校教育の指針」における特別支援教育の重点事
項に「全ての児童生徒に対する分かりやすい授業づくり」
を加え、各種会議等の場で周知する。研修や相談・支援の
内容にも「分かりやすい授業づくり」に関連する内容を加
え、活用を促す。

通常の学級に在籍する特別な教育的支援が必要
な児童生徒数は、年々増加している。教員の特
別支援教育に関するニーズは高まっているが、
通常の学級実践研修の受講には結び付いていな
い。

学校間のＩＣＴ活用状況、教員間のＩＣＴ活用
指導力の差があり、ＩＣＴを活用した授業改善
に向けた組織的な対応が不十分である。

コーディネーターの参画による学校運営の改善効果や好事
例の「見える化」を推進する。また、ＮＰＯや社会教育団
体等との連携により多様な人材発掘を支援するほか、教職
員と地域住民がともに学ぶ研修の充実を図る。これらを通
じて、学校と地域の組織的な協働体制の構築を加速させ、
形骸化を防ぎながら実効性の高い地域学校協働活動を展開
する。

学校運営協議会への参画が進む一方、学校と地
域の連携が形式的なものに留まり、双方が活動
の意義やコーディネーターの役割を十分に共有
できていない例が見られる。また、各地域にお
いてコーディネーターの担い手不足が深刻化し
ている。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

指標として設定している「英検３級以上相当の
英語力を有する中学３年生の割合」は、各種調
査や高校入試等の結果分析により全県的な課題
を見いだし、研修会や学校訪問を通じて指導内
容の共有を図ってきたものの、４年間目標を達
成することができなかった。

令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画
では、本指標を「グローバル化に対応した外国語教育の推
進」における指標として引き続き設定し、授業中の英語で
の言語活動を充実させつつ、知識定着や正確性を高める取
組を行うことで、生徒の英語力向上につなげる。

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

①

①

156.5%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率

4

900

575

1,204

169.4% 170.1% 218.9%

592 847
③

【施策の方向性③】
国際理解講座への参加者数（人）

目標 500

実績 569 893

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

133.9% 126.7%

525 550

達成率 129.5% 137.3%

110 115 120

151 154 152
②

【施策の方向性②】
英語ディベート交流会等への参加生徒数
（人）

目標 105

実績 75 61 136

1出典：文部科学省「英語教育実施状況調査」 指標の配点 2 2 1

達成率 82.2% 83.8% 72.4% 75.2%

実績 39.1 - 44.4 46.9 42.0 45.1

56.0 58.0 60.0

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
英検３級相当以上の英語力を有する中学
校３年生の割合（％）

目標 54.0

目指す姿３　グローバル社会で活躍できる人材の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

193
外国語情報提供件数（件）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

出典：県調べ

実績 278 387 184 248

「秋田県日本語教育の推進に関する基本的方針」に基づ
き、日本語教育学習支援者の育成やオンライン教室の実施
など、環境整備を図ることで、居住地域や生活スタイルに
かかわらず誰もが継続的に学習できる体制を構築する。

ディベートイングリッシュキャンプ等への参加を通じて、
個人レベルでのディベート経験者を増やすとともに、各校
の英語担当教員や外国語指導助手等へ新規参加を呼びかけ
る。e-Debate交流会では、対戦校や生徒の了解を得た上
で、他校の教員や生徒も視聴できるようにし、ディベート
を学ぶ機会を与えるとともに、普及につなげる。

英語担当指導主事等が全県的な課題を分析・理解した上
で、各地区の研究会や学校訪問において指導内容の共有を
図る。また、教員研修においては、講師(外部有識者等)と
連携し、生徒の知識定着や正確性を高める手法等を研修プ
ログラムに組み込むなど、全県的な課題の解決を図る。

企業の外国人材の受入促進などにより、今後県
内在住外国人の増加が予想されるものの、日本
語教育を行うための環境整備が追いついていな
い。

英語ディベートに取り組む学校が増えており、
即興型英語ディベート大会及びe-Debate交流会
への参加者も一定数いるものの、全県的に見る
と、参加する学校がまだ限られている。

英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生
の割合は前年度を若干上回る見込みだが、文部
科学省が求める指標である50％を依然として下
回っている。語彙等の知識の定着や、長めの英
文を読む力に引き続き課題が見られる。

254
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総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.25で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

94.5%

出典：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 指標の配点 3 3 3 3

達成率 96.2% 95.3% 95.3%

66.0 66.5 67.0

実績 65.9 - 63.0 62.9 63.4 63.3
④

【施策の方向性③】
運動やスポーツをすることが好きな児童
生徒の割合（小５、中２）（％）

目標 65.5

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 107.6% 107.5% 109.8%

実績 38.9 38.7 45.2 47.3 50.5 49.5

48.0

103.1%
③

【施策の方向性②】
特別支援学校小中学部との居住地校交流
を実施した小・中学校の割合（％）

目標 42.0 44.0 46.0

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 3 2 2

達成率 92.3% 94.1% 85.7% 84.0%

16 18 21

17 21 25

②

【施策の方向性①】
低年齢化に対応したインターネット環境
整備に関する講座を実施した市町村数
（累積）（市町村）

目標 13

実績 4 7 12

4出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

達成率 98.5% 98.9% 98.5% 100.6%

実績 86.0 - 84.7 86.0 86.7 89.5

87.0 88.0 89.0

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
自分にはよいところがあると思っている
児童生徒の割合（小６、中３）（％）

目標 86.0

目指す姿４　豊かな心と健やかな体の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

インターネットの利用に関する出前講座の実施
自治体数は累積21市町村にとどまり、全市町村
での実施達成には至らなかった。未実施の市町
村においては、保護者等の多忙化により機会の
確保が困難なことが主な要因である。一方で、
ＳＮＳ利用の低年齢化に伴い、家庭内での悩み
は深刻化・個別化しており、早期の啓発活動が
必要である。

目標未達成の現状を踏まえ、本事業を「あきたの家庭教育
パワーアップ事業」へ統合し、これまでのネットパトロー
ル知見を家庭教育支援の現場へ直結させて生かしていく。
短時間講座の提供等、実施形態を柔軟に見直すとともに、
直接保護者に寄り添う家庭教育支援チームの指導者も対象
とし、保護者の不安に寄り添った実効性の高い見守り体制
を推進する。

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画
では、対面講座の良さを生かしつつ、新たに公式ＳＮＳ等
を活用した手軽な情報発信や、他課との連携による健診を
活用した参加ハードルの低いミニ出前講座等を実施するこ
とで、未実施市町村の解消と低年齢化するメディア利用へ
の対策強化を図る。

共感的な人間関係のより一層の充実に向けて、児童会・生
徒会活動を中心にいじめを生まない風土づくりを行ってい
る事例をまとめ、取組事例集を作成するとともに、作成し
た取組事例集を協議会で教職員に紹介したり、カウンセ
ラーやスクールソーシャルワーカーの研修会で活用したり
することで、各学校への好事例の横展開につなげる。

指標として設定している「低年齢化に対応した
インターネット環境整備に関する講座を実施し
た市町村数」は、市町村教育委員会への働きか
けや関係機関と連携した周知活動に取り組んで
きたものの、教育委員会やこども園単独での実
施が難しいという実態や、保護者が指定の時
間・場所に参加しにくいといった課題があり、
４年間を通して目標を達成することができな
かった。

いじめの態様は、小・中学校ともに言葉によっ
て他者を傷付ける行為が多く、全体の約半数を
占めている状況にある。また、小学校におい
て、スクールカウンセラーによる課題未然防止
教育等の教育プログラムの実施は、約３割にと
どまっている。

健康課題解決に向けた協議会等（性に関する指導推進のた
めの委員会、がん教育推進協議会、健やかな体づくり会議
等）における専門家等からの指導・助言を踏まえた研修会
等の充実を図るとともに、望ましい生活習慣の確立に向け
た提言を作成し、各学校等での指導を支援する。

学校体育担当者連絡協議会や授業サポート事業などの各種
事業を通じて、体育学習の充実や望ましい運動習慣の確
立、体力向上に向けた情報提供や支援を行う。また、地域
と連携した学校における体育・スポーツ環境の整備や、家
庭も巻き込んだ具体的な取組事例の提示などにより、運動
やスポーツが好きで体力の高い児童生徒の育成を目指す。

特別支援学校中学部に対して、居住地校交流の実施に当
たっての課題を調査し、改善策を講じる。特別支援学校と
小・中学校の交流及び共同学習の実施状況を市町村教育委
員会と共有し、令和６年度に改訂した「交流及び共同学習
にかかるガイド」に基づく実施の推進を働き掛ける。

子どもを取り巻く環境や生活様式の変化に伴
い、生活習慣の乱れに起因する朝食欠食、肥満
傾向児の増加、視力の低下等の健康課題が顕在
化してきており、自らの心身の健康を保持増進
するための資質・能力が不十分な子どもが増加
している。

運動に対する好意度は、全国トップクラスの高
さを維持しているものの、体力については、多
くの学年で走力に課題が見られるなど、コロナ
禍前の水準に至っていない。また、暑熱環境等
の影響で、屋外での活動が制限されることによ
る運動時間の減少など、運動離れが懸念され
る。

特別支援学校との居住地校交流を実施した小・
中学校の割合は目標値を達成しているものの、
中学校の居住地校交流実施校は、前年度から７
校減少した。また、中学校での居住地校交流の
実施の有無については、地域によって差が生じ
ている。
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○ ○

○ ○

②

県内定着率の向上に向け、学生と企業が地域社会の課題解
決に協働で取り組む秋田県立大学の「キャップストーンプ
ロジェクト」や国際教養大学の「AIUデザインLAB」などの
取組や、私立大学等の地域人材育成事業など、各校の特色
ある取組への支援を強化する。また、高大連携事業の充実
により県内高等学校との連携を深化させるとともに、県内
高等教育機関の魅力発信を強化し、県内出身学生の確保を
図る。

県内進学相談会の開催や県内企業と連携した人
材育成等により県内進学及び就職に対する一定
の意識醸成は図られているものの、県内大学生
等の県内進学率及び県内就職率は４年間目標を
達成できなかった。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

各高等教育機関の特色を生かした教育研究への支援を継続
するとともに、大学等が有する知見や技術が地域社会へ効
果的に還元されるよう、自治体や企業・団体との連携強化
を推進する。

地域社会や県内産業が抱える課題が多様化・複
雑化する中、県内高等教育機関が持つ高度な知
見や技術を、地域の課題解決や産業振興に結び
付ける上で、自治体や企業等との連携体制が不
十分となっている。

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.67で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

78.5%

出典：秋田労働局「新規大学等卒業者の就職内定状況」 指標の配点 3 3 2 1

達成率 98.5% 91.6% 83.5%

実績 42.6 46.7 46.3 44.9 42.6 41.6

53.0

③

【施策の方向性①、②】
県内大学生等の県内就職率（％）

目標 47.0 49.0 51.0

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3 3

達成率 97.9% 93.8% 95.6% 93.3%

31.8 32.6 32.0

33.9 34.1 34.3

②

【施策の方向性①、②】
県内高卒者の県内大学・短大・専修学校
等への進学率（％）

目標 33.7

実績 31.4 33.7 33.0

1出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

達成率 109.6% 104.7% 85.3% 78.3%

実績 141 144 160 155 128 119

148 150 152

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①、②】
県内高等教育機関による県内企業等との
共同研究・受託研究・受託事業数（件）

目標 146

目指す姿５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）
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評価理由

104.0%101.3% 102.0%

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は、3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

総合評価

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 104.3%

788 791 794

826実績 770 785 795 804 825
④

【施策の方向性②】
国・県指定等文化財の件数（件）

目標 785

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 2 2 2

達成率 92.4% 89.4% 86.9%

実績 2,733 2,567 2,568 2,522 2,484 2,448

2,900

84.4%
③

【施策の方向性①】
県立・市町村立図書館等の個人貸出冊数
（千冊）

目標 2,780 2,820 2,860

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.0% 121.1% 119.0% 108.7%

23 25 25

19 21 23

②

【施策の方向性①】
障害者を対象とした講座や障害者の参加
に配慮した講座を実施した市町村数（累
積）（市町村）

目標 17

実績 15 15 17

4出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 1 4

達成率 94.7% 71.0% 123.2% 100.0%

実績 353,589 169,596 265,290 262,755 462,008 380,044

370,000 375,000 380,000

①

【施策の方向性②】
県立美術館・近代美術館・県立博物館・
農業科学館の利用者数（人）

目標 280,000

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿６　生涯にわたり学び続けられる環境の構築
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

子育て・働き盛りの世代や若い世代を中心に、
読書時間の確保が困難な傾向が見られるほか、
情報通信手段の多様化による読書離れの傾向が
顕著である。

第４次読書活動推進基本計画に基づき、ライフスタイルに
応じた読書活動を促進するため、「あきたブックネット」
等により読書の魅力や多様な読書方法等を発信する。あわ
せて、民間団体と連携した気軽に参加できる読書イベント
等の開催により、読書を通じた交流機会を提供するなど、
県民の読書への興味・関心を高めていく。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

高齢者や障害者、不登校児童など、社会とのつ
ながりが弱く、博物館施設を訪れる機会が少な
い方々について、来訪機会を確保する取組が不
十分となっている。

指標として設定している「県立・市町村立図書
館等の個人貸出冊数」は、県民の読書活動推進
に向けた組織的な取組を推進してきたものの、
４年間を通して、目標の達成には至らなかっ
た。

人口減少に加え、情報メディアの多様化による
ライフスタイルの変化により、図書館の貸出利
用が伸び悩んでいる。住民のニーズに即した
「多様な学びの場」としての機能強化や、物理
的な拠点としての価値創出が十分でないことが
課題である。

コンソーシアム形成に取り組んだ先行３市で
は、障害者の生涯学習に係る組織的な連携が進
む一方、多くの市町村では受入れ態勢はあって
も具体的なノウハウが不足しており、実際の受
入れが進んでいない。また、人材不足が課題と
なっている中、地域として持続可能な支援体制
をいかに構築していくかが喫緊の課題である。

地域の教育機関、各種団体、企業等と連携を深め、これま
で博物館施設に関心が低かったり、利用が困難だった方々
へのアプローチを一層推進するとともに、メタバースをは
じめとした新たな利用方法をアピールし、全ての人に利用
機会を提供していく。

令和８年度から始動する「秋田県総合計画」及び「第４次
秋田県読書活動推進基本計画」のもと、社会情勢の変化に
応じた「読書活動の活性化と地域の読書環境の充実」を図
ることで、「多様な学びの場」としての新たな図書館利用
者の創出や、読書習慣の形成に向けた取組を一体的に推進
していく。

市町村立図書館や学校図書館に対して、読書推進の先進事
例や、「本を借りる場」だけではなく「多様な学びの場」
として利用者の創出につなげる取組についても情報提供を
行い、全県の図書館活性化や読書推進を図っていく。

令和８年度からの「地域の学びを支えるプラットフォーム
構築事業」において、先行事例（ｅポートフォリオ等）を
パッケージ化して全県に展開し、各市町村が着実にノウハ
ウを習得できる環境を整える。将来的には、市町村が自立
して継続できる体制づくりを支援し、最新の知見を生かし
た実効性の高い学習支援体制を推進する。

秋田県文化財保存活用大綱に基づき、観光部門や地域づく
り部門、学校教育等との連携をさらに進めることで、地域
住民や関係者の気運を盛り上げ、継承に向けた取組を推進
する。

縄文遺跡群や民俗芸能、郷土食など本県の文化
財の魅力を発信しているものの、継承に向けた
地域住民や関係者の気運の盛り上げが不十分で
ある。

指標として設定している「県立博物館施設４館
の利用者数」は直近２年間は目標を達成してい
るものの、４館同士の連携が十分ではない。

令和８年度からの４年間においては、県立博物館施設各館
の取組に加え、４館連携展示や共通テーマでの広域展示の
開催等を展開することで、すべての人に開かれ、文化の継
承や賑わいの中心となるミュージアムの実現を推進する。
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■基本政策１　防災減災・交通基盤

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3 3

達成率 99.3% 98.5% 97.7% 96.1%

74.1 74.9

実績 71.1 71.2 72.0 72.2 72.4 72.0
⑨

【施策の方向性⑥】
自主防災組織の組織率（％）

目標 72.5

出典：県調べ 指標の配点 4 3 4 4

73.3

87 100

達成率 107.5% 95.9% 100.0% 100.0%

53 73 87 100

実績 - - 57 70

指標の配点 4 2 3 1

⑧

【施策の方向性⑤】
漁港施設の修繕措置着手率（％）

目標

達成率 100.0% 81.0% 96.2% 73.7%

17 28

21 26 38

⑦

【施策の方向性⑤】
長寿命化対策に着手した基幹的農業水利
施設数（累積）（箇所）

目標 12

実績 - -

出典：県調べ

12 25

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 104.2% 101.9% 100.0% 106.7%

実績 25 35 50 54 57 64

53 57 60

⑥

【施策の方向性⑤】
公園施設の修繕措置着手率（％）

目標 48

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 3

達成率 111.7% 121.4% 116.3%

実績 - 48 67 85 93 99.6

100

99.6%
⑤

【施策の方向性⑤】
橋梁の修繕措置着手率（％）

目標 60 70 80

出典：県調べ 指標の配点 1 2 3 3

達成率 75.0% 89.5% 97.8% 96.2%

34 44 50

38 45 52

④

【施策の方向性④】
防災対策工事に着手した防災重点農業用
ため池数（累積）（箇所）

目標 4

実績 - - 3

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 100.0% 102.6% 102.6% 100.0%

実績 30 34 37 39 40 40

38 39 40

③

【施策の方向性③、④】
洪水浸水想定区域の指定件数（累積）
（件）

目標 37

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.2% 100.2% 100.2% 100.2%

実績 46.2 46.4 46.7 46.8 46.9

46.7 46.8 46.9

47.0
②

【施策の方向性③、④】
県管理河川の整備率（％）

目標 46.6

出典：県調べ 指標の配点 3 3 4 3

99.3%達成率 99.6% 99.8% 100.2%

実績 81.4 83.2 84.8 85.9 87.3
①

【施策の方向性①、②】
橋梁の耐震化率（％）

目標 85.1 86.1 87.1 88.1

87.5

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿１　強靱な県土の実現と防災力の強化

総合評価 評価理由

ｂ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.22で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

⑥

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

災害発生時の救助物資の輸送等で重要な役割を
果たす緊急輸送道路において、幅員狭小区間や
落石・雪崩危険箇所などの整備が十分ではない
エリアがある。

緊急輸送道路の整備については、優先度の高い箇所から国
の補助金等を最大限活用して、拡幅・線形改良等を実施
し、法面対策による安全確保を計画的に進めていく。

秋田新幹線が走行する田沢湖線（赤渕田沢湖
間）は自然災害によって安全性・安定性・定時
性の確保に支障をきたすリスクを抱えている。

ＪＲ東日本及び沿線自治体との連携を図り、新しい費用負
担スキームの協議を進めながら、国への要望活動等を引き
続き行い、新仙岩トンネル整備計画の実現を目指す。

全国的に集中豪雨による被害が激甚化・頻発化
しており、県内においても災害発生箇所の整備
に多くの費用を要しているため、中小河川の改
修が進んでいない。

処理場・ポンプ場の耐震化を順次進めるほか、管路の耐震
化においては、下水道基幹施設耐震化事業を活用するな
ど、効果的かつ効率的な手法により対策を講じる。

いまだ耐震基準を満たしておらず、耐震補強が
必要な下水処理場等が存在している。

浸水被害発生箇所の大規模なハード対策と並行し、短期間
で治水効果を向上させる伐木や洲ざらい等を推進する。ま
た、住民自らの迅速で適切な避難行動につながる「あきた
河川メール」の利用促進を図るなど、地域の防災力強化の
ためのソフト対策を併せて推進する。

防波堤等施設の機能維持に向け、更新コストの縮減と平準
化を図りながら、計画的な予防保全型の長寿命化対策を進
める。

砂防えん堤などのハード対策を計画的に行うとともに、土
砂災害警戒区域の指定や周知などのソフト対策により地域
の防災意識向上を図るなど、総合的な土砂災害対策を推進
する。

近年局地化、頻発化する豪雨や大規模地震等の
自然災害リスクが高まっており、未改修の農業
用ため池の決壊等により農地・農業用施設に被
害が発生している。

豪雨等により土砂災害が激甚化・頻発化してい
るなか、その対策として望まれている砂防施設
の整備が進んでいない。

県内各漁港の基本施設（防波堤等）は、築造か
ら長い年月が経っており、老朽化に伴う変状や
劣化が進行している。

高度経済成長期以降に整備された公共土木施設
の老朽化が進行しており、修繕・更新等に係る
費用が増加している。

施設毎の優先順位を整理し、長寿命化計画に基づいた修
繕・更新等を実施することで、費用の縮減と平準化を図り
ながら、公共土木施設の延命化を進めていく。

施設機能の劣化が進行している、若しくは決壊した場合に
下流家屋等に被害が発生する影響度が高いなどの緊急性が
高いため池については、ため池工事特措法の期限となる令
和12年度までに、集中的かつ計画的にハード対策の着手・
整備を進めるなど、防災減災対策の強化を図る。

地域防災の担い手となる防災士を養成・活用することで、
住民の防災に対する意識を高めていくとともに、自主防災
組織の活動の活性化を図っていく。

防災に対する意識の地域格差解消には至ってお
らず、自主防災組織率が著しく低い市町村が複
数、存在している。

公園施設の利用状況や利用者からの要望等について、指定
管理者と情報を共有し、最適な工事実施時期の検討を行う
とともに工期短縮にも配慮しながら、利用者への影響が最
小限となるよう努める。

公園施設の老朽化が進行しており、修繕・更新
等を順次進めているが、工事中は一定期間の利
用制限が発生している。

施設の長寿命化を図るため、基幹的農業水利施設における
機能保全計画策定と対策工事を着実に進める。着手数の遅
れについてはフォローアップを行う。

県内の基幹的農業水利施設のうち、約５割が標
準耐用年数を超過するなど老朽化が進んでお
り、10年後には約８割を超える見込みである。
令和７年度実績において、長寿命化対策に着手
した基幹的農業水利施設の累積箇所数が目標38
箇所に対し、実績28箇所にとどまっている。
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○ ○

○ ○

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

基地港湾に指定された秋田港及び能代港の機能を最大限に
発揮し、今後事業展開される秋田沖等の洋上風力発電事業
においても港湾群として対応するため、秋田港の整備を進
めるとともに、港湾計画改訂に基づく船川港の整備を推進
する。

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

116.7%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.0% 100.0% 116.7%

実績 0 2 2 4 7 7

6

③

【施策の方向性②】
洋上風力発電における港湾の利用件数
（累積）（件）

目標 2 4 6

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.2% 100.4% 100.2% 100.2%

52.2 52.2 52.3

52.0 52.1 52.2

②

【施策の方向性①】
県管理道路の改築率（％）

目標 51.9

実績 51.6 51.7 52.0

3出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

達成率 100.0% 98.9% 98.9% 97.9%

実績 90 92 92 92 92 94

93 93 96

①

【施策の方向性①】
高速道路の供用率（％）

目標 92

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

目指す姿２　交流を支える交通基盤の強化

2025
（Ｒ７）

洋上風力発電事業等の建設やメンテナンス等の
需要の高まりに対応し、環日本海交流の拠点と
なる上で、港湾機能が不十分となっている。

高速道路の沿線市町村等との連携を強化し、未整備区間の
早期解消や暫定２車線区間の４車線化について、国や関係
機関に対して要望していく。また、令和８年度は県内１区
間が開通予定となっており、供用率の向上が見込まれる。

高速道路は、防災・減災、国土強靱化に資する
とともに、地域経済の活性化に大きく寄与する
ことから、早期にネットワークを完成させる必
要があるが、いまだ未整備区間や暫定２車線区
間が残っている。
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■基本政策２　生活環境

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

評価理由

出典：県調べ 指標の配点 3 3 2 3

総合評価

64 68

達成率 92.0% 94.7% 85.3% 90.7%

75 75 75 75

実績 64 67 69 71

指標の配点 3 3 3 3

⑥

【施策の方向性⑤】
県・市町村消費生活センターにおける消
費生活相談員の資格保有率（％）

目標

達成率 96.9% 98.6% 98.7% 98.8%

69 79

70 75 80

⑤

【施策の方向性④】
除排雪団体数（累積）（団体）

目標 65

実績 46 51

出典：県調べ

63 74

4出典：県警察本部「交通統計」 指標の配点 4 4 4

達成率 106.0% 115.0% 101.5% 124.5%

実績 250 251 188 170 197 151

200以下 200以下 200以下

④

【施策の方向性③】
交通事故重傷者数（人）

目標 200以下

出典：県警察本部「交通統計」 指標の配点 1 2 2 1

達成率 77.8% 81.5% 85.2% 77.8%

実績 40 37 33 32 31

27以下 27以下 27以下

33
③

【施策の方向性③】
交通事故死者数（人）

目標 27以下

出典：県調べ 指標の配点 0 4 1 0

52.6%達成率 66.5% 134.3% 79.1%

184実績 250 164 183 403 257

350

②

【施策の方向性②】
犯罪被害者等に対する関心と理解を深め
るイベント等への参加者数（人）

目標 275 300 325

出典：県警察本部調べ 指標の配点 4 1 3 3

達成率 105.6% 71.5% 92.8%

実績 2,162 2,382 1,871 2,403 2,576 2,647

97.2%

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
刑法犯認知件数（件）

目標 前年比減 前年比減 前年比減 前年比減

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿１　犯罪・事故のない地域の実現

2024
（Ｒ６）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

犯罪被害者等が平穏な生活を速やかに取り戻せるよう、地
域全体で温かく支え合う社会の形成に向け、様々な媒体を
とおして広報・啓発活動を展開していく。また、関係機関
との連携を密にすることでイベントの認知度を高め、より
多くの県民の参加を促していく。

犯罪被害者等が置かれた状況を知る機会は限ら
れており、支援に関する県民の理解が十分に深
まっているとはいえない状況の中、犯罪被害者
等に対する関心と理解を深めるイベント等への
参加者数は減少に転じている。

子どもを性被害から守る取組を強化するため、新たに子ど
も向けの啓発リーフレットを作成・配付する。また、ＳＮ
Ｓなど多様な媒体を活用し、性暴力被害者サポートセン
ターの支援情報をこれまで以上に分かりやすく発信するこ
とにより、被害に遭った方がためらわずに相談できる環境
を整える。

性犯罪・性暴力の被害は、年齢や性別を問わず
形態が多様化するとともに、その実態が顕在化
してきている。

刑法犯認知件数は、平成14年以降全国最少の水
準を維持しているものの、近年は増加傾向に転
じている。また、子どもの安全を確保するため
の地域見守り活動においては、自主防犯活動団
体数の減少や、活動員の高齢化が課題となって
いる。

引き続き、地域を中心とした防犯活動を推進するため、安
全・安心まちづくり担当者会議等を通じて、自主防犯活動
の活性化と環境整備を推進する。また、情報紙等で各団体
の活動状況を積極的に発信し、情報の共有を図るほか、優
良団体の表彰を通じて参加者の意欲向上と新たな担い手の
確保につなげ、犯罪の起こりにくいまちづくりを推進す
る。

「第12次秋田県交通安全計画」及び「秋田県自転車の安全
で適正な利用の促進に関する条例」の普及啓発活動をする
中で、交通ルールの遵守や自転車損害賠償責任保険への加
入の徹底等を働きかけていく。また、全世代でのヘルメッ
ト着用の定着化のほか、令和８年４月から導入された交通
反則通告制度（青切符制度）についても周知を図るなど関
係機関・団体と連携し、時代の変化に応じた普及啓発活動
を展開していく。

高齢者の交通事故防止に向け、老人クラブ文化祭等の機会
を活用した反射材の配付と、効果の周知による着用促進に
努める。また、家庭訪問の機会が多い民生委員等に協力を
依頼し、反射材の配付や注意喚起を行うほか、高齢運転者
に対しては、交通安全「あきた弁川柳」やテレビＣＭ等を
通じた呼びかけを行い、安全意識のさらなる醸成を図る。

交通事故の発生件数は減少しているものの、自
転車に関係した事故が毎年100件以上発生してい
るほか、本県の自転車利用者のヘルメット着用
率は令和７年７月に警察庁が実施した調査にお
いて、全国平均21.2％を下回る10.3％にとど
まっている。

令和７年は交通事故発生件数、死者数及び負傷
者数のいずれもが前年より増加し、全死者数33
人のうち19人(57.6%)が高齢者であり、依然とし
て高齢者の割合が高い状態が続いている。

「秋田県消費者施策推進計画（令和７～11年度）」に基づ
き、関係機関との連携を強化しながら、ライフステージに
応じ、各ターゲットに届く効果的な消費者教育を推進し、
被害に遭わないための自立した消費者の育成を図る。

消費生活相談員の専門研修の受講機会を確保すること等に
より相談対応技術を高めるとともに、県内自治体の新ＰＩ
Ｏ－ＮＥＴへの確実な移行を支援し、デジタル技術の活用
を図る。

成年年齢の引下げに伴い若年者の消費者被害が
発生しているほか、高齢者世帯の増加に伴い高
齢者の消費者被害が増加している。また、特殊
詐欺被害は特定の世代に限らず、全世代で広
がっている。

消費者問題が複雑化・多様化する中、消費生活
相談員への相談内容も高度化している。また、
令和８年９月に予定されている新たなデジタル
機能を取り入れた新ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費
生活相談情報ネットワークシステム）への県内
自治体の円滑な移行体制の構築に懸念がある。

雪下ろし協力業者の地域を越えた派遣体制における運用の
実効性を検証し、課題の改善を図るとともに業界団体との
緊密な連携を通じて、協力業者の安定的かつ継続的な確保
に努めていく。

地域の担い手確保に向けて、住民同士の支え合いによる除
排雪団体（共助組織）の設立から継続まで一貫した支援に
努める。また、作業中の高齢者事故を防止するため、損害
保険会社等と連携した声かけやチラシ配付を展開するほ
か、各種広報媒体や健康教室等の高齢者が集まる場を通じ
て、安全な除排雪の普及啓発と注意喚起を徹底していく。

降雪量によっては業者へ派遣依頼がないなど、
業務量が安定しないため、大雪時に他地域へ派
遣可能な雪下ろし協力業者が減少傾向にある。

人口減少や少子高齢化に伴い除排雪の担い手が
不足する中、依然として高齢者を中心とした作
業中の人身事故が発生している。
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総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.20で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

指標の配点 4 4 4 4

達成率 140.0% 163.6% 157.9% 106.3%

実績 8 8

0

22 19 16

15
⑤

【施策の方向性⑤】
携帯電話のサービスエリア外地域の地区
数（地区）

目標 25

31 28 15

出典：県調べ

出典：県調べ 指標の配点 4 0 0

達成率 190.0% -210.0% -480.0% -

実績 8.9 1.9 0.3 8.2 6.8 15.3

2.0 1.0 0.0

④

【施策の方向性④】
空き家の増加率（％）

目標 3.0

出典：県調べ 指標の配点 0 0 2 3

達成率 50.0% 58.6% 80.1%

実績 52,070 34,586 8,492 9,968 13,620 16,711

17,000

98.3%
③

【施策の方向性③】
動物愛護センターの入場者数（人）

目標 17,000 17,000 17,000

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 112.3% 117.7% 119.8% 124.7%

506 515 536

430 430 430

②

【施策の方向性②】
秋田県生活衛生営業指導センターへの相
談件数（件）

目標 430

実績 513 318 483

0出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

達成率 60.3% 55.6% 66.0% 55.1%

実績 8,566 5,339 5,425 5,001 5,939 4,957

9,000 9,000 9,000

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
食品安全に関する研修会・懇談会等への
参加者数（人）

目標 9,000

目指す姿２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
犬猫の殺処分数（頭）

実績 45 18 139 86 20 7

出典：県調べ

②
光ファイバーの利用可能世帯率（％）

実績 97.9 98.2 99.9 99.9 99.9 97.0

出典：総務省調べ
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

⑤

②

③

施策の
方向性 課題

通信事業者において基地局を自主整備している
ものの、携帯電話のサービスエリア外地域は依
然として存在している。採算性の理由から一部
地域で整備が進んでおらず、不感地域が残って
いる。

今後の対応方針

①

国や通信事業者が参画する協議会を通して基地局整備を要
望する等、関係団体と連携しながら不感地域の解消を進め
る。

収容される犬猫数を減少させるため、地域住民が適正に管
理する地域猫活動への支援、獣医師会が実施する犬猫の不
妊去勢手術に対する助成制度の活用及び福祉部局等と連携
した多頭飼育崩壊の早期発見に努め、無計画な繁殖と収容
を未然に防止する。併せて、適正飼養（健康管理、馴化、
しつけ訓練等）の啓発を通じて飼い主の責務意識を醸成
し、安易な餌やりや飼育放棄を防止する。

所有者の判明しない猫への安易な餌やりや多頭
飼育崩壊により収容される猫が後を絶たない状
況である。また、飼い主のやむを得ない事情に
よる引取り要請も依然として存在する。これら
収容される犬猫の中には、感染症等の罹患、重
篤な疾患、高い攻撃性などを理由に、譲渡不適
切（譲渡困難）と判断せざるを得ないケースも
少なくない。

生活衛生関係営業者への指導助言や研修等を行っている
（公財）秋田県生活衛生営業指導センターにおいて、行政
や業界団体等の関係機関との情報交換をより緊密に行い、
事業者のニーズを捉えた相談・指導体制の充実を図るほ
か、経営の安定に向けた融資の斡旋を強化する。加えて、
デジタル化への対応等新たな知識・技術の習得に向けた講
習会等を積極的に開催する。また、後継者や担い手の育成
に向け、中高生等を対象とした体験実習に加えて小学生を
対象とした職業体験を導入し、より早期からの興味・関心
の醸成と、業界の魅力発信の機会を拡充する。

人口減少や少子高齢化に伴う利用者の減少、経
営者の高齢化、エネルギー価格や原材料費の高
騰によるコスト負担の増加など、生活衛生関係
営業の経営を取り巻く環境はこれまでにない厳
しさに直面しており、将来に向けた経営の安定
化や後継者の確保が困難な状況が続いている。

前年度と比較し、講習会の回数及び参加人数が減少したこ
とから、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の浸透に向け、食品
衛生責任者を対象とした講習会の実施を拡充する。併せ
て、個別相談による助言、簡易な手引き書による普及啓
発、監視時における指導・助言を継続する。さらに、日中
のアプローチが困難な夜間営業事業者を対象とした巡回指
導等を強化し、衛生管理体制の定着を図る。

全ての食品等事業者にＨＡＣＣＰに沿った衛生
管理等が義務づけられているものの、専門的知
識の不足や人材不足等から、導入しても継続的
な取組や適切な運用ができていない事業者が散
見される。

新聞記事の掲出などにより、県民が空き家問題を自分事と
して捉え早期に対応する気運醸成を図るとともに、空き家
所有者や所有者となる可能性のある者を対象とした空き家
相談会を開催する。

人口減少と少子高齢化の進行を背景に、適切な
管理や活用がされない空き家が増加している。

④
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○ ○

○ ○

○ ○

③

②

今後の対応方針

①

4

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題

③

【施策の方向性③】
県立都市公園の利用者数（千人）

920

達成率

総合評価 評価理由

出典：県調べ 指標の配点 4

919

4 4

実績 943 745 995 1,061 1,123 1,158

121.9% 115.6% 122.2% 125.9%

918目標 816

97.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3 3

達成率 100.9% 99.0% 98.0%

208 206 206

206 202 200

②

【施策の方向性②】
生活排水処理場数（箇所）

目標 216

実績 233 226 214

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4 4

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

実績 46.4 46.7 47.1 47.4 47.6 47.8

47.6 47.8

100.0%

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
通学路指定路線における歩道整備率
（％）

目標 47.1 47.4

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

長寿命化計画に基づき公園施設の修繕・更新を推進するほ
か、遊戯施設等については、利用者ニーズを考慮しながら
改修する。また、指定管理者との連携のもと、ＳＮＳを活
用したイベント情報の発信を行い、更なる公園利用者の増
加に努める。

公園利用者は増加傾向にあるが、利用者アン
ケートでは施設の老朽化や不具合に関する指
摘・要望が一定数寄せられている。

担い手不足への対応として、県と市町村で構成される生活
排水処理事業連絡会を活用し、W-PPPの導入や汚泥処理の広
域化・共同化の可能性を検討するとともに、民間事業者の
リソースも考慮しながら、県全体の生産性向上（効率化）
を図る。

県内において生産年齢人口の著しい減少が想定
されることから、自治体・民間ともに、生活排
水処理事業の運営における担い手不足が懸念さ
れる。今後、施設の老朽化が急速に進む中、従
来の体制のままでは事業の持続的な運営や適切
な維持管理が困難となっている。

令和７年度第１次補正予算及び令和８年度当初予算の配分
により、県管理道路における未対策箇所への対応が可能と
なったため、警察等関係機関と連携しながら交通安全対策
を確実に実施する。また、引き続き必要な予算を国に対し
要望し、対策率向上を図る。

令和３年度の通学路における合同点検で抽出さ
れた要対策箇所の対策については、令和５年度
末までにおおむね完了するよう国から通達され
ており、グリーンベルト、注意看板等による暫
定対策率は100％となっているが、県管理道路に
おける令和７年度末の対策率は68％となってい
る。

目指す姿３　安らげる生活基盤の創出
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■基本政策３　自然環境

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

能代産業廃棄物処理センター処分場周辺地下水等の早期改
善や安定化に向け、より効率的、効果的な手法を検討しな
がら、今後も継続して汚水処理等の環境保全対策を実施す
る。

②

十和田湖及び田沢湖については、一定程度の水
質が維持されているものの、十和田湖のＣＯ
Ｄ、田沢湖のｐＨが環境基準を達成できていな
い。

十和田湖については、青森県と連携した水質調査を継続し
て実施するとともに、住民等への環境保全意識の啓発を図
り、環境保全活動を行いやすい雰囲気を醸成する。田沢湖
については、玉川酸性水中和処理事業による水質改善を推
進するとともに、関係機関との水質データ提供等の情報交
換を継続し、更なる改善を目指す。

八郎湖については、流入する汚濁負荷量の減少
やアオコの異常発生の抑制など、これまでの対
策による効果は表れているものの、各水質指標
は横ばい傾向が続いており、環境基準達成に向
けた更なる改善が必要となっている。

長期ビジョンである「恵みや潤いのある“わがみずう
み”」の実現を目指し、発生源対策や湖内浄化対策、アオ
コ対策等を継続して実施するとともに、水質保全型農業の
一層の普及促進を図るほか、新たに生態系保全・魅力向
上・情報発信にも取り組むことで、総合的な水質保全対策
を推進する。

①

県内の水環境は、これまでの継続的な常時監視
等によりおおむね良好な状態を維持しているも
のの、一部の河川・湖沼・海域では環境基準の
達成に至っていない。

公共用水域に係る常時監視を継続するとともに、ダム管理
者と連携し、水環境の保全に向けた取組を推進する。

高濃度ＰＣＢ廃棄物については、処分期間が終
了しているが、その後も予期せず新たに発見さ
れる事例が発生している。

高濃度ＰＣＢ廃棄物が新たに発見された場合は、新たな処
理体制のもとで適正に処理されるまで、適切な保管及び管
理を指導する。

能代産業廃棄物処理センター処分場からの汚染
拡大防止のために取り囲むように設置した遮水
壁の内側には、依然としてＶＯＣにより高濃度
に汚染された区域が存在している。

指標の配点 2 3 2

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

総合評価 評価理由

ｃ

3

90.0%達成率 88.3% 90.0% 88.3%

実績 5.4 5.3

1

6.0 6.0 6.0

5.4
⑤

【施策の方向性②】
田沢湖のｐＨ（湖心）

目標 6.0

5.0 5.3 5.3

出典：県調べ

出典：県調べ 指標の配点 1 3 3

達成率 73.3% 90.0% 98.3% 76.7%

実績 10.9 11.9 8.8 10.8 11.8 9.2

12.0 12.0 12.0

④

【施策の方向性②】
十和田湖の透明度（湖心）（ｍ）

目標 12.0

出典：県調べ 指標の配点 4 2 3 4

達成率 116.7% 87.3% 95.8%

実績 9.0 6.7 6.0 8.0 7.4 6.7

7.1

105.6%
③

【施策の方向性②】
八郎湖のＣＯＤ75％値（湖心）（㎎/L）

目標 7.2 7.1 7.1

出典：県調べ 指標の配点 3 3 4 3

達成率 99.8% 99.8% 100.7% 98.8%

94.8 95.7 93.9

95.0 95.0 95.0

②

【施策の方向性①】
水環境（三大湖沼を除く公共用水域）に
係る環境基準達成率（％）

目標 95.0

実績 89.0 92.4 94.8

4出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実績 95.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0

①

【施策の方向性①】
大気環境に係る環境基準達成率（光化学
オキシダント及びＰＭ2.5を除く）（％）

目標 100.0

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

目指す姿１　良好な環境の保全

2025
（Ｒ７）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ニホンジカ及びイノシシの生息域拡大に伴う農
林業被害の増加や、野生イノシシの豚熱（ＣＳ
Ｆ）感染の拡大による家畜への伝染が懸念され
る。

捕獲の担い手となる新規狩猟者の確保・育成等を図るほ
か、越冬地や定着地における捕獲圧を強化する。

②

人の生活圏へのツキノワグマの出没が増加して
きており、人身被害が発生するなど、人とクマ
の間に軋轢が生じている。

有識者の意見を踏まえ改定した第二種特定鳥獣管理計画
（第６次ツキノワグマ）に基づき、ゾーニング管理による
分布抑制や人身被害・農林業被害防止等の総合的な取組を
推進する。

森吉山麓高原でのブナ林再生に向けた植栽や生物多様性に
関する環境学習会の実施などの活動を通じて、自然保護に
関心を持つ県民の裾野を広げる。

自然公園管理員等の高齢化により、自然保護に
携わる人材の確保が困難になってきている。

市町村や関係団体と連携し、自然保護の重要性についての
普及啓発を進め、人材の確保・育成に努める。

指標の配点 4 3 3

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

① 生物多様性の意味や重要性に対する県民の認
識・理解が十分とは言えない。

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

96.4%

1,727

3

総合評価 評価理由

②
1,831

達成率 101.5%

出典：県調べ

1,776

95.9% 97.2%

1,850 1,9001,750【施策の方向性②】
狩猟者の登録数（人）

目標 1,800

実績 1,689 1,694

3

1,798

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率 148.7% 111.7% 91.8%

35,741実績 34,879 24,326 38,649 36,988

29,000 32,000 35,000

32,142

127.5%
①

【施策の方向性①】
自然環境学習拠点施設等の利用者数
（人）

目標 26,000

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

目指す姿２　豊かな自然の保全

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2025
（Ｒ７）
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